
ロボット新戦略

Japan’s Robot Strategy

―ビジョン・戦略・アクションプラン―

日本経済再生本部

2015 年 2 月 10 日 



目次 

第１部 総論 ........................................................................................................ 1 

第１章 序章 .................................................................................................... 1 

第１節 「ロボット大国日本」を取り巻く現状 ........................................... 1 

第２節 ロボットの劇的変化と日本の未来 .................................................. 3 

第３節 ロボット革命で目指すこと ............................................................. 6 

第２章 ロボット革命実現のための方策 ....................................................... 11 

第１節 ロボット創出力―日本のロボットを徹底して強化する ................ 11 

第２節 ロボットの活用・普及―日本の津々浦々に「ロボットがある日常」

 .................................................................................................................. 13 

第３節 世界を見据えたロボット革命の展開・発展―新たな高度 IT 社会を

見据えて .................................................................................................... 15 

第２部 アクションプラン―五カ年計画 ........................................................... 18 

第１章 分野横断的事項 ................................................................................ 18 

第１節  「ロボット革命イニシアティブ協議会（Robot Revolution 
Initiative）」の設置 .................................................................................. 18 

第２節 次世代に向けた技術開発 .............................................................. 20 

第３節 ロボット国際標準化への対応 ....................................................... 27 

第４節 ロボット実証実験フィールドの整備 ............................................ 35 

第５節 人材育成 ....................................................................................... 38 

第６節 ロボット規制改革の実行 .............................................................. 41 

第７節 ロボット大賞の拡充 ..................................................................... 46 

第８節 ロボットオリンピック（仮称）の検討 ......................................... 48 

第２章 分野別事項 ....................................................................................... 51 

第１節 ものづくり分野 ............................................................................. 51 

第２節 サービス分野 ................................................................................ 58 

第３節 介護・医療分野 ............................................................................. 63 

第４節 インフラ・災害対応・建設分野 .................................................... 71 

第５節 農林水産業・食品産業分野 ........................................................... 77 

 
 

i 
 



第１部 総論 

第１章 序章 
第１節 「ロボット大国日本」を取り巻く現状 

第１項 ロボット大国としての日本 
日本のロボットは 1980 年代以降、製造現場を中心に急速に普及してきた。特

に、主な需要先である自動車及び電気電子産業においては、ロボットの本格導

入と軌を一にして、高い労働生産性の伸びを背景に大きく成長し、まさにロボ

ットの活用とともに、Japan As No.1 の時代を牽引してきた。 
また、日本では、従来から、ロボットの多様な可能性に着目されてきており、

ペットに似せたロボットにより人に安らぎや驚きを与える先駆的な試みや、人

型ロボットやサービスロボット分野における世界をリードする研究開発は、注

目に値する。 
このようなロボットに関する日本の実力は、早くから導入が進められてきた

産業ロボットの分野で顕著に認められ、日本は、現在に至るまで産業用ロボッ

トの出荷額、稼働台数において世界第一位の地位を維持しており、2012 年時点

において、出荷額は約 3400 億円、世界シェアの約５割を占めるとともに、稼働

台数（ストックベース）についても約 30 万台、世界シェアの 23％を占めてい

る。さらに、ロボットを構成する主要要素部品である、ロボット向け精密減速

機（ギア）、サーボモーター、力覚センサー等において９割を超える高い世界シ

ェアを誇っている。 
このように、日本は現時点においても引き続き、ロボットの生産、活用、主

要部品の供給、研究等の各方面において世界に誇れる強みを有しており、「ロボ

ット大国」としての地位を維持している。 
 
第２項 課題先進国としての日本 
日本は世界でも類を見ないスピードで少子高齢化が進展しており、これに伴

う生産年齢人口の減少と人手不足や社会保障費の増大に世界でいち早く直面す

る課題先進国である。 
実際に、2013 年 10 月１日時点において 65 歳以上の高齢者人口は過去最高の

3190 万人を超え、総人口に占める割合（高齢化率）も 25.1％と過去最高を記録

した。生産年齢人口も減少を続けており 8,000 万人を割り込み 7,901 万人とな

っている。このような中において、社会保障給付費は 2012 年度に 108 兆 5,568
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億円と過去最高の水準となり、国民所得に占める割合は 30％に達している。 
また、近年の豪雨発生頻度の増加等に伴う災害対策の強化や社会資本の老朽

化への対応など、我々の生命を守るために社会システム全体として対応を進め

なければならない課題も山積している。 
さらに産業分野においても、例えば製造業においては国際競争力低下は否め

ず、付加価値生産額の低下が続き、過去 20 年間で少なくとも 20 兆円近くが失

われている。業種によっては安価なオペレーションを求めて海外生産に依存す

る傾向もあるが、将来にわたり日本経済の国際競争力を維持・強化していく観

点からは、拡大する海外市場も見据えつつ、国内立地の魅力を高めることも、

日本の直面する重要な課題である。 
こうした課題を解決するためには、経済社会制度の改革を進めることが重要

であることは当然であるが、さらに技術面での新たなイノベーションの活用も

含め、あらゆる叡智を結集して取り組むことが必要不可欠である。 
 
第３項 ロボットを成長の鍵とする世界の追い上げ 
近年、先進国（欧米）及び中国をはじめとした新興国の双方において、改め

てロボットが成長の鍵として注目を集めている。 
米国政府は 2011 年に「国家ロボットイニシアティブ（National Robotics 

Initiative）」を発表し、人工知能（AI1）分野や認識（音声、画像等）分野を中

心としたロボットの基礎研究に対して毎年数千万ドル規模の支援を実施してい

る。 
さらに、米国 IT 企業であるグーグルは、一昨年 12 月、有望ロボット技術を

有するベンチャー企業７社を相次いで買収（総額６千万ドル）し、世界の注目

を集めている。買収企業の中には、米国国防総省国防高等研究計画局（DARPA）

が 2012年より開催するDARPAロボティクスチャレンジの上位企業が含まれて

いる。 
また、欧州においても、2014 年に欧州委員会と約 180 の民間企業・研究機関

が共同してロボット分野における研究・革新プロジェクト「EU SPARC Project」

1 Artificial Intelligence 
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を立ち上げ、製造業、農業、保健衛生、運輸、市民社会セキュリティ、家庭分

野等における実用ロボット開発を推進している。この中では、欧州委員会が約

７億€、その他の民間企業・研究機関が約 21 億€の投資を行い、総計 28 億€規模

のプロジェクトが予定されている。 
欧米におけるこれらの動きの背景の一つは、急速に進展するデジタル化及び

ネットワーク技術、クラウド技術の高度化に伴い、モノとモノがネットワーク

により結びつけられる IoT（Internet of Things2）社会が現実化しつつあるとい

う変化である。欧米各国は、このような変化を活かした、新たなロボット活用

の主導権を得ようと動き始めているものと考えられる。一方、中国においては、

人件費の高騰や品質確保の向上等への対応の観点から、最新鋭の産業用ロボッ

トが急速に普及している。中国政府は「智能製造装置産業発展計画（2012 年）」

において、産業用ロボットの国内売上を 2020 年までに 10 倍（３兆元）にする

との目標を掲げている。現に、中国ではロボットが急速に導入されてきており、

2005 年には４千台であった年間ロボット導入台数（フロー）は、2013 年には

３万７千台となり日本を逆転し世界一となっている。 
 
第２節 ロボットの劇的変化と日本の未来 
第１項 ロボットの劇的変化 
こうした中、技術革新やビジネスモデルの変化に伴いロボット自体も劇的に

変化しつつある。 
第一に、ロボットが、単なる作業ロボットから自ら学習し行動するロボット

へと「自律化」に向かって変化している。センサー技術やソフトウェア・情報

処理能力の向上等の個々の技術の進展に加えて、ディープラーニングの活用を

含めた人工知能技術（画像・音声認識、機械学習）の飛躍的な発展に伴いロボ

ット自身の能力の更なる向上が期待されており、より高度な処理が可能となり

つつある。 
また第二に、これまではデータで一方的に制御される側にいたロボットが、

様々なデータを自ら蓄積・活用することにより新たなサービス等の付加価値の

2 様々なモノにセンサーなどが付され、インターネットにつながる状態のこと。 
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源泉となる、いわばパソコンや携帯電話に代わる「情報端末化」の流れが起き

ようとしている。こうしたロボットは我々の日々の生活の隅々にまで普及する

可能性を有しており、例えば日常のコミュニケーション等にも拡大し、家事な

どの生活支援や安全・安心の提供などにも貢献していくと考えられる。 
最後に、ロボットがそれぞれ単体として個別に機能するものから、相互に結

びつき連携するロボットへと「ネットワーク化」する流れである。これにより

ロボットが単体としてのみならず、様々なシステムの一部として機能すること

となり、前述の IoT（Internet of Things）社会の到来に伴い、その重要性が益々

増加している。 
 
第２項 ロボット大国日本に忍び寄る危機 
こうした「自律化」「情報端末化」「ネットワーク化」の変化の中において、

日本では、生産の安定と省力化を動機とした生産プロセス自動化のためにロボ

ットを活用することが多く、いまだに自動車産業や電気電子産業のように量産

化技術に長けた一部の製造業分野を中心に、個々のロボットを造り込みつつ活

用するという方法が主流である 
これに対し、前述のグーグルに代表されるような個別企業レベルでの新たな

ビジネスモデル構築に向けた動きや、例えば製造業では、米国における

Industrial Internet Consortium3の設立や、ドイツにおける Industry 4.04戦略

の推進など、新たな生産プロセスの開発やサプライチェーン全体の最適化を目

指す官民を挙げての取組が本格化している。こうした動きの中では相互連携を

3 GE をはじめ、シスコ、IBM、インテル等、60 社以上によるコンソーシアム。

計測機器を搭載した産業機器からデータを収集・解析して保守保全や設計開発

等に活用するシステムについてベストプラクティスの共有や必要な標準化につ

いて検討。 
4 ドイツ政府が 2011 年 11 月に取りまとめた「High-Tech Strategy 2020 Action 
Plan（高度技術戦略の 2020 年に向けた実行計画）」における戦略的施策の一つ。

BMW、シーメンス等のドイツ主要企業 57 社により協議会を形成。ロボットと

IT の融合により、開発・製造・流通プロセスの全体最適化を目指す。 
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睨んだ国際標準の獲得とモジュール化が鍵となる。またその際、様々な情報の

やり取りについて、新たなプラットフォームの地位を得ることが大きな焦点と

なっている。 
仮に、日本が、ロボット開発における着眼点や、ビジネスモデルの検討の視

点において、こうした動きに取り残された場合には、ロボット分野においても

ガラパゴス化し、ものづくりでは勝ってもビジネスで負けるという懸念が強ま

ることになる。 
さらに、こうした世界的な潮流に対応するためには、現状のロボット導入に

おいても付加価値の多くを占める生産工程設計・ティーチングなどのシステム

の構築・立上げ・プログラミングをこなす人材や、今後、重要性がさらに増す

と考えられているデジタルデータの活用やAI開発等に携わるソフト分野の人材

が不可欠である。しかしながら、日本国内においてはこれらの分野の人材の育

成・活用が十分ではない。特に近年においては、限られた優秀な学生が直接海

外で就職するという事例も出てきており、人材の育成、活用の両面において課

題が大きい。 
また、ロボットをシステムとして活用するために鍵となるシステムインテグ

レーター（SIer5）についても、現状では、自動車や電気電子分野等の大手企業

への対応を中心とした事業にとどまっている。自動車等以外の製造業やサービ

ス業等の新たな分野や、中堅中小企業等にも幅広く対応するためには、SIer が

質・量ともに不足しており、早急に対応する必要がある。 
 
第３項 新たなロボットを活かして創る日本の未来 
こうしたロボットを巡る世界的な流れや日本の置かれた現状を踏まえ、ロボ

ット技術やロボットを活用するためのシステムも含めて大きく革新させること

ができれば、日本にとって直面する社会的課題の解決に向けて、非常に有効な

手段の一つとなりうる。 
また、このようなロボットの新しいイノベーションは、具体的かつ統合的な

課題を設定し、これに挑むことによって加速化される。そのため、課題先進国

5 System Integrator 
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である日本は、世界的なロボットイノベーションの拠点となる大いなる可能性

を有している。その結果として、ロボットを活用した日本発の未来指向型シス

テムとして世界に発信することが可能となる。 
特に、デジタルデータやバーチャルネットワークが中心となる IoT 時代であ

るからこそ、地に足のついた具体的な活用の現場で生まれる膨大なデータがロ

ボット進化の駆動力（データ駆動型イノベーション 6）となる。したがって、目

の肥えたユーザーが産業（BtoB）、消費者（BtoC）双方に多数存在する日本が

ロボットを活かす社会づくりを果敢に目指すことで、日本全体を、世界最先端

のロボット技術の活用を試みる実証実験（ロボット実証実験）のためのフィー

ルドとし、世界をリードするイノベーションの拠点とすることができる。 
 
第３節 ロボット革命で目指すこと 

第１項 日本のロボットを変える 
ロボット革命とは、 

① センサー、AI などの技術進歩により、従来はロボットと位置づけられてこ

なかったモノまでもロボット化し（例えば、自動車、家電、携帯電話や住居

までもがロボットの一つとなる。）、 
② 製造現場から日常生活の様々な場面でロボットが活用されることにより、 
③ 社会課題の解決やものづくり・サービスの国際競争力の強化を通じて、新た

な付加価値を生み出し利便性と富をもたらす社会を実現する 
ことである。 
このロボット革命を実現するためには、日本のロボットを変えなければなら

ない。 
まず、誰もが使いこなせる「Easy to use」を実現し、多様な分野の要請に柔

軟に対応できるロボットに変えていくことが必要である。これまで、ロボット

の活用の主たるフィールドは、自動車や電気電子産業等の大企業が中心で、大

規模な主要ラインに組み込まれた専用仕様のものであった。これから求められ

6 「DATA-driven Innovation for Growth and Well-being」（OECD 2014 年 12
月） 
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るロボットは、三品産業（食品・化粧品・医薬品）などの、より幅広い製造分

野や多種多様で非定型なプロセスの多いサービス分野、人手に依存する中小企

業などで活用できるものである。このため、大型で溶接・塗装等の個別ライン

専用のロボットではなく、より小型で汎用的なロボットを創り出すとともに中

堅中小企業の現場において費用対効果に見合うロボットとすることが必要であ

る。 
また、既にロボットを活用している分野においても、製品寿命の短い製品の

製造に対応できる、頻繁な段取り変更が容易なロボットや、それらを応用した

合理的な生産システム設計手法の確立など、既存の技術にこだわることなく高

い目標を設定し検討を行う必要がある。 
さらに、こういったロボットが広く活用されるようにするためには、ロボッ

トのサプライヤー、SIer、ユーザーそれぞれが、従来以上に高い付加価値が得

られる構造へと転換することも必要となる。その際、それぞれが独自の創造力

を発揮できる競争力の根源や、共通に抱えるコスト構造を見極めながら、個々

の競争力を強化するための技術開発と、共通財産として活用する標準化との双

方を巧みに活用する視点が必要となる。 
以上に示した「誰もが使える柔軟なロボット」へと転換する上では、共通プ

ラットフォームの下、モジュールを組み合わせて多様なニーズに応えていくモ

ジュール型のロボットが主流となるよう変えていくことも必要である。 
次に、IT と融合したロボットへと変えていく。「自律化」、「データ端末化」、

「ネットワーク化」といった世界的な潮流をリードするロボットを創り、活か

していく必要がある。これにより、世界的に、データ取得・利活用競争が繰り

広げられデータ駆動型のイノベーションが活発化していく中において、ロボッ

トは、ものづくりやサービス分野における新たな付加価値の創出源となるとと

もに、人々に様々な情報・コンテンツを届ける機能も担いエンターテインメン

トや日常のコミュニケーションまで大きく変革するキーデバイスとなることが

できる。 
加えて、ロボットの概念も変えていく。新たなイノベーションの潮流や発展

の可能性を活かしていく上で、ロボットの概念を柔軟に捉えていくべきである。
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従来、ロボットとは、センサー、知能・制御系、駆動系の３要素を備えた機械

であると捉えられてきたが 7、デジタル化の進展や、クラウド等のネットワーク

基盤の充実、そして AI の進歩を背景に、固有の駆動系を持たなくても、独立し

た知能・制御系が、現実世界の様々なモノやヒトにアクセスし駆動させるとい

う構造が生まれてきている 8。今後、さらに、IoT の世界が進化し、アクチュエ

ーター等駆動系のデバイスの標準化が進めば、知能・制御系のみによって、社

会の様々な場面で、多様なロボット機能が提供できるようになる可能性もある。

そうなれば、３要素の全てを兼ね備えた機械のみをロボットと定義することで

は、実態を捉えきれなくなる可能性がある 9。次世代のロボットを構想する上で

は、そのような広がりのある将来像も念頭におくことが必要である。 
さらに、ロボットを活かすことができるような社会、制度に変えていくこと

も重要である。ロボットの進化は日進月歩であるものの、様々な状況を認識し

対処できる人間に比べれば、できることには大きな限界があり、中期的にも飛

躍的な進歩を期待すべきではないとの指摘がある。したがって、このように日

常的に人とロボットが共存・協同する社会を実現するために必要な前提条件を

整えることこそが、ロボットの能力を最大限活かす上で重要である。このよう

な「ロボットバリアフリー社会」を実現することも重要である。 
このようなロボットバリアフリー社会が実現されたならば、高齢者から子ど

もに至るまで日常的にロボットと協働できるようになる。人は、ロボットの助

けを借りることで、日常生活において、煩雑な作業から解放され、また、コミ

ュニケーションを充実させて、これまで以上に生活の質を高めることができる。

また、地域社会においては、地域の安全・安心の確保や魅力向上のためにロボ

7 JIS における産業用ロボットの定義等。 
8 例えば、スマートフォンをリモートコントローラーとしてモノを動かそうとす

るならば、スマートフォンの OS（iOS、Android 等）にモノを動かすアプリケ

ーションを実装させることで、センサーと知能・制御系のみを開発し提供する

システムは、ロボットとして機能する。 
9 ロボットがより人間に近い外観や反応をすることで、新しい価値を創出するこ

とを否定するものではない。 
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ットを使いこなすことで、人手だけでは実現できないような、配慮の行き届い

た利便性の高い地域づくりが進められるようになる。中でも、少子高齢化が進

む中で重要度の増す医療や介護の現場において、日常的にロボットが活用され

るようになるならば、これまでは不可能であった高度な医療や、負担は軽いが

質は高い介護サービスの提供ができるようになり、一人一人が、ロボット活用

の成果を一層実感できるようになる。そして、社会の様々な場面でロボットが

活用されるようになれば、ロボットと連携した様々な新たな産業分野（メンテ

ナンス、コンテンツ、エンターテインメント、保険等）も次々と創出されてく

ることとなる。 
 
第２項 ロボット革命で目指す三つの柱 
以上述べてきたロボット革命を実現するための日本の戦略の柱は次の３つに

集約できる。 
①世界のロボットイノベーション拠点－ロボット創出力の抜本的強化 
日本のロボットを徹底的に強化し、社会変革に繋がるロボットを次々と創出

する拠点とするべく、産学官の連携やユーザーとメーカーのマッチング等の機

会を増やしイノベーションを誘発させていく体制の構築や、人材育成、次世代

技術開発、国際展開を見据えた規格化・標準化等を推進する。 

②世界一のロボット利活用社会－ショーケース（ロボットがある日常の実現） 
中堅・中小を含めたものづくり、サービス、介護・医療、インフラ・災害対

応・建設、農業など幅広い分野で、真に使えるロボットを創り活かすために、

ロボットの開発、導入を戦略的に進めるとともに、その前提となるロボットを

活かすための環境整備を実施する。 

③世界をリードするロボット新時代への戦略 
IoT の下でデジタルデータが高度に活用されるデータ駆動型社会においては、

あらゆるモノがネットワークを介して結びつき、日常的にビッグデータが生み

出される。さらにそのデータ自体が付加価値の源泉となる。こうした社会の到

来によるロボット新時代を見据えた戦略を構築する。 
そのためには、ロボットが相互に接続しデータを自律的に蓄積・活用するこ

とを前提としたビジネスを推進するためのルールや国際標準の獲得を進めるこ

とが必要である。その際には、ロボット新時代の可能性を生かしていく上で基
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盤となるセキュリティや安全に係るルール・標準化などが不可欠である。 
 

2020 年までの５年間について、政府による規制改革などの制度環境整備を含

めた多角的な政策的呼び水を最大限活用することにより、ロボット開発に関す

る民間投資の拡大を図り、1000 億円規模のロボットプロジェクトの推進を目指

す。 
またその際には、ロボットが単なる人の代替物として機能するのではなく「人

と補完関係にあり、人がより高付加価値へシフトできるようなパートナーとし

てのロボット」を有効活用するという視点を掲げていくことが重要である。 
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第２章 ロボット革命実現のための方策 

第１節 ロボット創出力―日本のロボットを徹底して強化する 
ロボット革命の実現に向けた第一の方策は、「ロボット創出力の徹底強化」で

ある。 
 
第１項 イノベーションのための場作り 
日本を世界一のロボットイノベーション拠点とし、社会変革に繋がるロボッ

トを次々と創出するべくイノベーションのための体制、環境整備を一体的に推

進する。 
具体的にはロボット革命実現に向け、幅広いステークホルダーがそれぞれ自

らが取り組むべき事項を明らかにし、その進捗状況を共有し、ロボット新戦略

（Japan’s Robot Strategy）の具体的な推進に向けて協働するための核とな

る「ロボット革命イニシアティブ協議会（Robot Revolution Initiative）」を設

置する。本協議会は、①産、学、官の連携やユーザーとメーカーのマッチング

の推進、関連情報の収集・発信、②日米災害対応ロボット共同開発等の国際展

開を見据えた国際プロジェクト等の企画立案、③国際標準の戦略的な立案・活

用、規制改革提案、データセキュリティ等のルールづくり、そして④ベストプ

ラクティスの共有・普及等を担う。 
また、併せて、ロボット革命を牽引しフロンティアを切り開くような様々な

新しいロボット技術の活用を試みる実証実験（ロボット実証実験）のための環

境を整備する。特区制度等も活用し、ロボット実証実験のための十分な空間と、

既存の制度に縛られずに実証実験できる自由とを兼ね備えた実証実験フィール

ドを設ける。そして、ロボット革命を担う国内外の挑戦者達が集まり、潜在的

ニーズの発掘にもつながる多様な実証実験を行う上での諸要求に的確に対応で

き、将来にわたりイノベーションの拠点となり続けるような体制を目指す。 
以上の取り組みを進めるにあたっては、科学技術・イノベーションに関して

全体調整・総合戦略の策定を図っている総合科学技術・イノベーション会議と

の密な連携を図る。 
 
第２項 人材育成 
ロボットシステムを組み上げる SIer や、ロボットシステムの中核となってき

たソフトウェアを操る IT 人材等、ロボット革命を実行する上で鍵となる人材を
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育成する。 
まず、SIer が中心となって実際に現場にロボットを導入していく機会を実証

事業等を通じて拡大し、OJT によりインテグレーターを育成する。また、これ

まで、ロボットを活用した生産ラインの設計、構築に携わり技術とノウハウを

有するベテランの人材を活用するなど、日本の潜在力を十分に活かして核とな

る人材の厚みを増す。 
加えて、在職者向け公共職業訓練や検定・資格制度の活用等による SIer 等の

人材育成支援、研究機関や大学等における関連人材の教育育成や新たな開発・

起業等に挑戦する人材の支援など、中長期的な視点に立って、ロボットの創出

や導入を担う専門人材育成策の検討を進めていく。 
専門人材育成にあたっては、情報セキュリティの確保についても十分留意す

る。 
さらに、初等中等教育や科学館等の社会教育施設の活用等によりロボットに

関する知識を広く知らしめ、日常的にロボットに親しみ使いこなすための方法

を習得させ、また、ロボットの動く仕組みを理解させる等、ロボットとの協働・

共生に欠かせないロボットに対するリテラシーを人々が涵養できるようにする

ための方策を検討する。 
 
第３項 次世代に向けて 
（１） 次世代技術の開発推進 
変化の速いロボット・AI 分野で、日本の技術が将来的にも最先端かつ主流で

あり続けるためには、ロボット・AI の次世代技術の研究開発が必要である。そ

の際、データ駆動型社会で活躍できるロボットの頭、目、指となるコアテクノ

ロジー（AI、センシング・認識、機構・駆動（アクチュエーター）・制御等）を

研究開発するとともに、既存の枠組みにとらわれない広範な分野（エネルギー

源、材料、通信、セキュリティ、大規模データ（ビッグデータ）、ヒューマンイ

ンターフェース等）でのイノベーションも取り込んでいく。加えて、開発した

技術を迅速に実用化につなげていく。 
こうした技術の開発・実用化によってロボットが担う機能を高めるとともに、

その操作性、使い易さを革新することも重要である。例えば音声認識技術の高

度化などにより、人間にとってより直感的に使いやすく誰でも容易に操作でき

るロボットを実現することが期待される。 
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また、技術開発にあたっては、多くの要素技術の研究開発を並行して実施す

るとともに、ワークショップやアワード方式（チャレンジプログラム）の開催

等を通じて、技術間の連携や情報共有を図るなど、オープンイノベーションを

導入する。 
 
（２） 国際的な展開を見据えた規格化・標準化 

我が国において開発されたロボットの国際的な展開を見据えると、予め国際

標準や規格を構築し、それに準拠する形で実用化を目指すことが重要である。 
その際、今後、複数のロボットが連携しシステムとして機能することが必要

となってくることを踏まえ、個々のデバイスのほか、ミドルウェア（ロボット

OS）等のソフトウェア・インターフェース、通信等の機器間連携、そしてこれ

らの機能評価に関し、規格化・標準化に重点的に取り組む。 
また併せて、ロボットの導入を促進するため、物流におけるパレットやビル

メンテナンスにおけるビル設計など周辺技術の規格化・標準化の検討を迅速に

進める。 
これらの標準化を進めるに当たっては、ロボット革命イニシアティブ協議会

等を活用しながら、官民連携の下で、具体案の検討や国際社会への発信を行い、

日本のロボット関連事業の国際展開のための環境整備へとつなげていく。 
 
第２節 ロボットの活用・普及―日本の津々浦々に「ロボットがある日常」 
ロボット革命の実現に向けた第二の方策は、直面する様々な課題を解決する

ためにロボットを活かし、同時に、最先端のロボットイノベーション拠点とし

ていくことを目指す「ロボットの活用・普及」である。 
 
第１項 分野別目標による多様な分野での活用 
（１） ロボット活用の基本的な視点 
各分野において、労働集約的で生産性が低いプロセスや、単純な繰り返し作

業、過重な労働等にロボットを大幅に導入することで、人手不足を補い、人材

を高付加価値分野で活かしていくことを目指す。 
さらに、ロボットを導入するプロセス単独だけでなく、その前後も含めた業

務プロセス全体をシステムとして捉えることで、ロボットが活用される領域を

広げていく。 
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例えば、人手作業からロボットによる作業へと円滑に移行させる上で、作業

内容や作業環境を含めたデータ化が有効であり、こういったデータを作成、流

通、加工、活用するための基盤を整備していく。このような対応策を分野毎に

実態に応じて講じることで、様々な分野においてシステム全体を最適化しロボ

ットの機能を最大限活用していく。 
こうした取組を通じて、生産効率を飛躍的に向上させ、24 時間自動操業等の

画期的プロセスの実現・普及を進め、日本全体の付加価値向上、生産性の抜本

的強化を目指す。 
 
（２） 分野別定量目標（KPI）の策定・実行 

ものづくり、サービス、介護・医療、インフラ・災害対応・建設、農業の各

分野について 2020 年に実現すべき戦略目標と目標実現のためのアクションプ

ランを決定し、これに基づき、実行する。 
ロボットのユーザーやメーカー、大学、行政等のあらゆるステークホルダー

が、2020 年の目標達成に向け積極的に取り組むことで、市場投入に向けたロボ

ット開発から現場への導入までを一貫して推進していく。 
 
（３） ロボットの更なる活用が期待される多様な分野 

分野別定量目標を掲げる上記分野に留まらず、ロボットの活用に関し高い潜

在力のある分野は多い。人手の代替ではなくロボットそのものが新たな価値を

創出するエンターテイメント分野や、そもそも人間が対応できない極限状態で

の仕事をこなす宇宙分野など、ロボット技術の活用拡大や、技術開発成果の他

分野への波及という点で、将来が期待される分野が存在している。 
したがって、このような潜在力ある分野についても関連技術の進展や市場の

動向を引き続き注視し、将来、他の分野別取組と同様のアクションプランを策

定することも含め、より多くの分野におけるロボットの活用・普及にむけて、

検討を継続していく。 
 
第２項 ロボットの柔軟な活用を支える分野横断的取組 
（１） システムインテグレーターを核としたロボット導入の推進 

多様な分野でロボットを活用していくためには、ユーザーの多様なニーズを

汲み取り、メーカーを集め、ユーザーとメーカーをマッチングし、ロボットシ
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ステムを構築するシステムインテグレーション機能の強化が必要不可欠である。 
また、これを担う SIer が、独立したサービス事業者としてビジネスモデルを

確立し事業基盤を強固なものとするためには、システムインテグレーションを

容易化し様々なニーズに柔軟に対応できる技術基盤が必要であり、モジュール

化に対応できるロボット（ハード／ソフト）の導入を拡大することが一つの鍵

となる。多様な企業が、広く受け入れられた標準規格に準拠してモジュールを

開発・供給し、SIer がこれらを組み合わせて多様な用途に対応する。これによ

って、インテグレーションコストを抑えつつ事業規模を拡大することが可能と

なる。 
 
（２） 多様な事業者の参入拡大 
ロボットが日本全国において日常的に使われるようになるためには、既存の

ロボットメーカーのみならず中小企業、ベンチャー企業、IT 企業等のロボット

市場参入が期待される。例えば、これまでユーザーとしてロボットを活用して

きた企業が、その経験を活かしてロボットのサプライヤーになったり、ロボッ

トの維持管理・改善などを担うような場合など、意欲のある様々な主体が、ロ

ボットを創り、活かす事業に新規参入し活躍できるよう、「ロボット革命イニシ

アティブ協議会」を通じて情報提供や環境整備を進めていく。 
 
（３） ロボット活用に向けた規制・制度改革 
ロボットの実社会における活用を促進・拡大していくためには、規制緩和、

ルール整備の両面の観点から、バランスの取れた規制・制度改革を推進するこ

とが必要である。 
特に、ロボットの活用を前提としていない多くの制度について、ロボットの

先進的な活用を促す方向で改革していくことが肝要である。ロボットの実態を

良く踏まえた上で、規制改革会議とも連携しつつ、人とロボットが協働するた

めの新たなルール作りを行うとともに、不必要な規制の撤廃等を同時に進めて

いく。 
 
第３節 世界を見据えたロボット革命の展開・発展―新たな高度 IT 社会を見据え

て 

ロボット革命の実現に向けた第三の方策は、新たな高度 IT 社会において、ロ
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ボットを鍵とするイノベーションのプラットフォームをつくり、世界のロボッ

ト革命をリードしていくことを目指すロボット革命の更なる展開・発展である。 
 
第１項 データ駆動型社会で勝つための戦略 
（１） 実社会のモノのデータを巡る競争の激化 

IoT が進展し様々なデータが生み出され、データの活用の巧拙で得られる付加

価値や経済社会の有り様も変わるデータ駆動型社会が到来しつつある。 
現在、データ駆動型社会における価値の源泉というべきデータの取得、活用

を巡る競争が激化している。インターネットが普及する中で、これまで、人々

がネット上に発信したデータを巡り獲得競争が展開されてきたが、近年、実社

会での様々な活動からセンサーを介して収集される膨大なデータを巡る競争へ

と進展し、新たなデータ獲得競争が始まっているといえる。 
これまで、大手ネットビジネス企業は、検索エンジンやソーシャルネットワ

ークサービス分野でのグローバルなプラットフォームを押さえることで、ネッ

ト上に発信されたあらゆる情報を収集している。また、集めたデータを活用し

て更に付加価値の高いサービスを提供することで自らのプラットフォームを拡

大しつづけ、データの獲得を巡るグローバル競争を有利に戦ってきている。 
今後、激化する実社会のデータを巡る獲得競争においては、実社会の様々な

活動にセンサーを紐付けて、そこから得られるデータを取得する仕組みづくり

を競うことになる。その際、ロボットは、社会の様々な分野で活用される大き

な潜在力を有するため、今後のデータ獲得のための仕組みの中核を成し、デー

タ駆動型社会においてデータ獲得競争を勝ち抜くためのキーデバイスとなるに

違いない。大手ネットビジネス企業がロボットに注目し盛んに企業買収を進め

る背景には、このような意図があるものと捉えることができる。 
我が国が、世界に先駆けてロボット革命を実現し、産業分野のみならず日常

生活まで含めて日本の津々浦々に「ロボットがある日常」を実現し、日本全体

を、いわば、「ロボットタウン」とすることは、日本が、実社会から得られる様々

なデータを巡るグローバルな競争を勝ち抜くためのプラットフォームの地位を

得ていくことを意味する。 
 
（２） 世界を見据えた戦略の必要性 

ものづくり分野における Industry 4.0 や Industrial Internet という世界の動
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きは、関連する各種システムを連結し制御することで、効率性と柔軟性を兼ね

備えた次世代生産技術を作り上げようとするものである。これは、事業活動の

様々な状態をデジタルデータ化して集積し、データを鍵に、AI も活用しながら

高度に制御するという意味で、実社会のモノのデータを巡る競争の一環として

捉えることができる。生産技術で世界をリードしてきた日本が、この分野にお

けるデジタルデータの取得と活用を巡る競争でもリードするためには、デジタ

ルデータを巧みに活かした付加価値の高い生産システムを新たなプラットフォ

ームとして構築し、世界展開していくことが重要となる。 
これから、ものづくり分野にとどまらず、様々な分野において、実社会のデ

ータを巡る競争が激化するだろう。ここで日本が競争力を強化するためには、

次世代を担う先端技術の開拓を進めると同時に、様々な分野でロボットを活用

することのできるロボットバリアフリー社会を創ることが必要である。そして、

ロボットを使いこなしそれを通じて得られたデータも巧みに活かしていくプラ

ットフォームを構築し、そこに埋め込まれる日本の強みを存分に発揮できるよ

うなグローバルなマーケットを切り開くことができるよう、世界と協力・協調

して、国際標準や様々なルールを構築していくことが重要である。 
その際には、ロボットが単なる人を代替するものとして導入していくのでは

なく、人と協働し補完しあうものとして位置づける。人はそのシステムを活か

すために、人ならではの価値を高めるべく研鑽を積み、より高付加価値な分野

へとシフトしつつ、さらにロボットを活用したシステムを改善していく。人と

ロボットとが相互補完的に改善のスパイラルを描いていく、人と協働するロボ

ットシステムとすることが重要である。 
このように、データ駆動型社会で対応していくための方策は、ロボットを中

核に据えつつも、サプライチェーンマネージメントやマーケティングなども含

め、広く産業に関わる諸要素を考慮した、より広がりのあるものとなる。今後、

情報化を通じたモビリティ、ヘルスケア、エネルギー等の多様な分野における

社会変革の動きへと発展させていくことが重要である。その際、こうした広範

な取組については、第５期科学技術基本計画への反映も含めた総合科学技術・

イノベーション会議との連携や、産業競争力会議とも幅広く連携し、政府全体

として議論を加速させていくこととする。 
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第２部 アクションプラン―五カ年計画 

第１章 分野横断的事項 

第１節 「ロボット革命イニシアティブ協議会（Robot Revolution Initiative）」の

設置 
日本を世界一のロボットイノベーション拠点とし、社会変革に繋がるロボッ

トを次々と創出できるような体制、環境整備を一体的に推進するため、幅広い

ステークホルダーがそれぞれ自らが取り組むべき事項を明らかにし、その進捗

状況を共有し、ロボット新戦略（Japan’s Robot Strategy）の具体的な推進

に向けて協働するための核となる「ロボット革命イニシアティブ協議会（Robot 
Revolution Initiative）」を設置する。 
この中では、国の政策の実施状況に留まらず、広く関連するステークホルダ

ーそれぞれの取組状況についても共有し、必要な改善を図っていく。 
 
（１） 主たる機能 

① ニーズ・シーズ等のマッチングの推進、解決策の創出 
メーカー、SIer、ユーザー、金融機関、大学・研究機関・関連学会等の関係

者のマッチングを推進するフォーラムなどのイノベーションを推進する場を整

備し、これら関係者間で共同開発や技術協力が具体化するための環境整備や資

金提供の紹介、コンサルティング等を行う。 
また、ユーザーからロボット活用に係る課題や問題点の提示を求め、ここか

ら、ユーザーニーズを真に満たすための技術的課題を抽出し、メーカーや大学・

研究機関等における重点的な開発につなげる。 
 さらに、こうした取組の前提として、ユーザーニーズの具体的内容、市場

規模を明確にし、共有することによって、市場を通して開発・導入を促すこと

が必要である。 
 
② 国際標準の戦略的な立案・活用、セキュリティへの対応 
ロボットを活用した次世代生産システムを巡る国際標準の立案・普及、モジ

ュール型ロボットの活用を国内外で促進するための各国連携など、ロボット革

命を実現するための国際標準を推進する。国際的な検討の場への規格提案や、

それに先立つ国内での関係者間の議論の加速化を図るため、ロボットの分野で

の標準化活動を推進する検討の場を設ける。 
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また、今後、ロボットが相互に連携しつつ、自律的にデータを蓄積し活用す

る主体となることを踏まえたロボットのセキュリティに関するルール整備につ

いても検討を行う。 
 
③ ベストプラクティスの共有・普及等 
分野や地域によって、既に、先進的なロボット活用の取組がみられる。画期

的で、汎用性の高い導入事例は、他の分野におけるロボット導入を促す強力な

ツールとなることから、協議会がベストプラクティスとなる導入事例を収集し、

広く発信し、ロボットの普及 ・導入を促すことで、日本全国津々浦々、日々の

生活の隅々までロボットが普及する社会の実現に貢献する。 
 
④ 日米災害対応ロボット共同開発等の国際展開を見据えた国際プロジェクト

等の企画立案 
 ロボット革命の実現に資する共同研究等を進める上での体制づくりを支援す

る。内外の情報収集、マッチングの場の提供を通じた研究コンソーシアムの組

成、ロボット研究に関する横断的課題の整理、検討等を行う。 
 さらに、ロボットオリンピック（仮称）の立案・開催準備を行い、国内外か

ら最先端の技術を携えた参加者を集めるための検討を行う（第１章第８節参照）。 
 
⑤ 国の研究開発機関等の積極利用、OB 人材の活用 
国の研究機関である、独立行政法人産業技術総合研究所（AIST）や独立行政

法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）等が、協議会参加者に対

し、技術指導を行う。また、各地域における大学・研究機関等と連携を図るこ

とで、地域企業を活性化させる。 
また、教育機関と連携した人材育成も本協議会において実施する。 
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第２節 次世代に向けた技術開発 

（１） 背景 
ムーアの法則に従い、計算機の処理能力が指数関数的に向上している。2020

年には１台のコンピューターが人間一人の脳の処理能力を超え、また、2045 年

には１台のコンピューターが人類全体の知能を超えるという見方もある。こう

した計算機の処理能力の向上により、ロボットの思考能力は、今後飛躍的に向

上すると予測される。 
しかし、ロボットの思考能力が向上したとしても、ロボットの思考方法、身

体能力、知覚、それらを統合する基盤技術などの要素技術が向上しなければ、

ロボット全体としての性能は向上しない。そのため、ロボット全体としての性

能を飛躍的に高めるためには、ロボットの要素技術を進化させる必要がある。 
一方で、ロボット技術のみによってすべての問題解決を目指すのではなく、

状況に応じて人間側からのインプットも前提とした形での人とロボットの協働

による処理効率の向上を図るという視点も重要である。 
今後はこうしたロボット要素技術の進化や人とロボットとの協働が進展する

ことに加えて、データ端末化、ネットワーク化、クラウドとの連携等が同時に

進むことで、労働生産性の向上や人手不足の解消にとどまらず、産業構造その

ものに革命がもたらされる可能性もある。 
 
（２） 基本的考え方 
変化の速いロボット・AI 分野で、計算機の指数関数的な性能向上の恩恵を十

分に享受するためには、国内外のロボット・AI 関連技術の動向や水準を把握し

た上で、人とロボットの協働の実現など、データ駆動型社会を勝ち抜くための

研究開発を推進することが必要であり、また、これらを達成するための重要な

要素技術等について、革新的な次世代技術の研究開発を推進する必要がある。

その際、ロボットのコア技術として従来から研究されてきた分野の技術だけで

無く、その他の広範な分野の技術を活用しつつ、個々の技術単位だけではなく、

融合化した最終的な革新的な出口イメージを絶えず共有しつつ進めていくこと

が重要である。これらの研究開発は、総合科学技術・イノベーション会議と連

携を図り、効果的・効率的に推進する。 
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（３） 開発すべき技術 

ロボット・AI は様々な要素研究・技術が統合されたものであるため、関係す

る研究・技術領域は極めて広範囲にわたるが、産業や社会に実装され、これら

に大きなインパクトを与えうる重要な要素技術としては、人工知能、センサー

及び認識のシステム、機構・駆動（アクチュエーター）及びその制御システム、

OS/ミドルウェアなどのソフトウェア、安全評価・標準と言ったコアテクノロジ

ーや基盤技術と、それ以外の広範な分野から転用される技術がある。要素技術

の例示と課題は以下のとおり。 
 
①人工知能 
ロボットが人の指示や周りの状況に応じて考えて行動するための技術である。

ムーアの法則に沿って、パソコンの処理能力が指数関数的に向上していること

から、人工知能技術で実現可能なことも飛躍的に拡大している。しかし、現状

では、 
 既知の情報に基づく一問一答での応答は可能だが、会話や指示の文脈や行間

を理解した類推に基づく自然な応答や、未知の状況への対応は困難（現時点

では、機械翻訳も発展途上である）。 
 あらかじめプログラミングされた動作は可能だが、作業の進捗や周辺状況を

認識して自律的にタスクを変更・決定したり、ものづくりの匠の技術を模倣

して動作することは困難。 
 研究開発資源の集中や開発生産性の向上の観点から、人工知能・ソフトウェ

アのモジュール化（例えば、脳の構造で言えば思考系と反射系など）などを

検討する必要がある。 
等の課題が存在している。こうした課題に対して、データ駆動型 AI や知識推論

型 AI の高度化・融合（例えば大量の会話データから行間を学習することで、未

知の会話の行間を類推することや、既存の知識と現状を照らし合わせて最適な

動作を自律的に推論することが可能となる技術）、脳型 AI 等の研究開発（大脳

新皮質モデル、海馬モデル、基底核モデル等の脳の部位を模した AI をモジュー

ル化するとともに、それらを組み合わせて脳の情報処理を模した高度な知能の

開発等）が必要と考えられる。 
 
②センシング・認識技術 
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周りの状況に関する情報をロボットに取り込むための技術である。センサー

そのものは、半導体技術の進展によって安価で小型になるなど、質・量の両面

から活用しやすくなってきている。しかし、 
 部分的に隠れた状態（オクルージョン）や輪郭が切り出せない形状の物体は

判別が困難。 
 逆光や暗闇など、特定の環境下では物体を認識できない場合がある。また、

狭い場所での自動走行などの際には、従来よりも高速に画像処理する必要が

ある。 
 災害現場などで人体の位置を同定するために、嗅覚を活用することや雑音の

中から必要な音を拾い出すことは困難。 
 複数者が同時に話している時に、特定の声を聞き分けることは困難。 
 柔軟物等の多様な物体を触覚により認識することは困難。 
 屋内外問わず、複数の周辺環境データを統合し、状況に応じて周辺環境を柔

軟に（地図がなくても）認識する必要がある。 
 人の意思や感情を認識するために、動作や言語に限らず、脳波、血流、脈拍

等をセンシングし推定する方法が求められる。 
等の課題が存在している。こうした課題に対して、環境学習型のビジョンセン

サ、低シグナルノイズ比（SNR）下の音声処理・識別技術、嗅覚センサー、分

布型触覚センサーシステム、また、それらセンサーを融合させたセンサーフュ

ージョンシステム等の研究開発が必要と考えられる。 
 
③機構・駆動（アクチュエーター）・制御技術 
ロボットが、外部に働きかけを行うための装置（モーター、アーム等）に関

する技術である。現状、サーボモーターについては、出力・自重比が 20 年前の

５倍になるとともに、動作精度として数μm 前後の誤差を実現している状況で

ある。しかし、 
 人間と同等のサイズ・重量で、力強さ（出力）と器用さ（動作の精密さ）を

両立させることは困難。 
 現在の剛性の高い機構や自由度の少ないアクチュエーターでは、柔軟な動き

に不向き。他方、人工筋肉では細かい位置決め作業などに不向き。 
 複雑形状物や柔軟形状物など、日常的に人間が扱うものを事前に情報を得る

こと無く適切に扱う必要がある。 
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 マニピュレータやハンド等については、都度専用開発ではなく、できる限り

モジュール化を検討すべき。 
等の課題が存在している。こうした課題に対して、低コスト高出力自重比（PWR）

サーボモーター、人間の関節を模した多自由度アクチュエーター、高分子型軽

量人工筋肉やそうした非線形性の高いシステムをスムーズに制御する制御理論、

バイラテラル制御による汎用ハンドシステム等の研究開発が必要と考えられる。 
 
④OS・ミドルウェア等 
ロボットやロボットシステムを構成するためには、要素技術・部品・ロボッ

トそのものを OS・ミドルウェア等の基盤的なソフトウェアで統合する必要があ

る。また、これにより互換性、開発の生産性も高めることが可能となる。そう

した技術について、現状では、 
 認識・推論や自律制御などの高次のアプリケーション開発にリソースを集中

するための開発/インテグレーション環境・ツール（実際にロボットを製作・

使用しなくてもソフトウェアの動きをチェックできるシミュレータ、使い勝

手が良く一定程度標準化された OS・ミドルウェア・プログラミング言語等）

を、将来の要素技術の発展に対応させる必要がある。 
 異なる OS のロボット同士が対話する場合、あるいは、ロボットに新たなモ

ジュールを搭載する場合など、ロボット及びモジュールのインターフェース

を標準化する必要がある。 
等の課題が存在している。こうした課題に対して、動作環境を模擬するシミュ

レータや、シミュレータと連携可能な OS・ミドルウェア、また、標準になり得

る汎用的な OS・ミドルウェア等の研究開発が必要と考えられる。 
 
⑤安心安全評価・標準 
ロボットを作るだけでなく、安心・安全に普及させるための技術・手法が必

要である。そうした技術について、現状では、 
 ロボットの活用の場が広がることによって生じる、予期し得ぬ潜在的な事故

のリスクを顕在化させ、評価する手法が不十分。 
 被験者による安全性等の試験のために（制度的な対応も含め）時間を要する。 
 ロボットが収集する個人情報の保護、あるいは、ロボットによる個人情報収

集（撮影等）に関するルールの検討が不十分。 

23 
 



 ヒューマンインターフェースの高度化などによって、人によるロボットの受

容性を高める必要。 
 不正プログラムの混入等によって、ロボットの誤作動や意図しないデータ流

出が起きるセキュリティ上のリスクがある。 
等の課題が存在している。こうした課題に対して、安全評価・リスク予見手法、

試験方法の確立・標準化、ロボットが収集する情報の取り扱いに関するルール、

セキュリティ技術等の検討・研究開発が必要と考えられる。 
 
 また、上記以外の広範な分野から転用される技術についても、 
 軽量で長持ちするエネルギー源（蓄電池等）が必要。 
 重量が重く、動くためにパワーが必要（躯体を軽量化できるとモーター等の

アクチュエーターを小型化できるため、さらに軽量化が進み好循環）。また、

ロボットアームやロボット自体が重いと急に止まれず、ぶつかると衝撃が大

きく危険。 
 距離の制約なしに（場所によっては電波が届かない・使えない場合もある）

ロボットを遠隔操作したり、複数のロボットを自律的に協調させたりする必

要がある。（例えば、高速ネットワークやアドホックネットワーク技術、海

洋資源調査に用いる遠隔操作・自律探査技術等。） 
 衛星測位やセンサー等の活用により高精度な位置情報を提供する環境を整

備し、ロボットが自らの現在位置や障害物の存在等の周囲の状況を把握でき

るようにすることが必要。 
 水中、高温環境、有毒環境下など、極限環境下で作業する際のシールド機構、

耐熱材料、耐腐食材料などは、他分野からの転用・改善を検討する必要があ

る。 
等の課題が存在している。こうした課題に対して、長寿命の小型軽量蓄電池技

術、無線給電技術、通信技術、材料技術等に関する研究開発が必要と考えられ

る。 
 
（４） 研究開発のあり方 
長期に研究開発を続ける必要のある技術、短期に研究開発の成果を求める技

術ともに、初期段階では、多くの要素技術の研究開発を並行していくことが必

要である。また、NEDO や、産総研、NII（国立情報学研究所）等の研究機関

24 
 



がワークショップを随時開催するなどして、各技術間の連携や情報共有を図り

ながら、チャレンジプログラムなどのアワード（競技会）方式も活用して技術

間の競争を推進するとともに、オープンイノベーションを導入して研究開発を

推進する（分野や研究内容に応じて、分野横断型の研究開発の場を整備し、各

技術分野における第一線の研究者等を集めた課題解決指向の研究開発も考えら

れる。）。 
研究開発する要素技術のうち、2020 年、2025 年までに実用化すべき要素技

術については、革新的・非連続な目標（例えば性能が一桁高い、コストが一桁

低い等の目標）を掲げて行われる DARPA10のプロジェクト企画・運営を参考と

して推進する。具体的には、プログラム・マネージャー（PM）が、次世代技術

として重要な要素技術を特定し、その技術に集中的に投資する。また、研究開

発の途中で、ステージゲートを設け、有力技術の絞り込み、実施体制見直しな

どを PM の判断により機動的に行えるようにする。 
加えて、迅速に実用化につなげていくため、法制度や社会制度などの見直し

を含めた環境整備や、データ様式などの規格化・標準化を、技術普及・事業戦

略の検討と一体的に推進する。また、新たな技術の実用化に向けた検証を行う

ための場として、特区などの制度を積極的に利用する。 
なお、大学及び研究機関については、応用分野もさることながら、基礎的な

研究の担い手としての期待が大きい。特に、大学にあっては、多様な分野と連

携しながら急速な発展を遂げつつあるロボット技術について、全体を俯瞰し将

来を見据えた探求の基礎となるような、学問としての体系化を進めることが期

待される。 

10 米国で、国防に関する非連続なイノベーションを推進する Defense Advanced 
Research Projects Agency（米国国防高等研究計画局）では、PM に大幅な権限

と裁量を与え、ステージゲート方式により、有力技術の絞り込み、実施体制見

直し等を PM の判断により機動的に行えるマネジメントがなされている。その

結果として、ベンチャー企業等新しい斬新なアイデア・技術の活用、DARPA の

ミッションであるハイリスク・ハイインパクトな研究開発が効果的に進められ

ている。 
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＜関連施策＞ 
◇ 次世代ロボット中核技術開発（経済産業省） 

‑ 必要だが未達なロボットの要素技術について、中核的な技術を開発する。

また、リスク・安全評価手法、セキュリティ技術など、各種の手法・技

術等の共通基盤も研究開発する。 

  

26 
 



第３節 ロボット国際標準化への対応 

 
我が国のロボットが全世界で活用されるためには、ハードウェア／ソフトウ

ェアやそれらのインターフェース、また、それらが動作する共通基盤について、

我が国のシステムがガラパゴス化せず調和していることが重要である。 
また、規制・制度面においても、我が国と世界の規制が調和することで、国

内でロボットに求められる要件を満たせば、世界全体でもロボットを普及でき

るような、国際的に調和した規制・制度を築いていくことが重要である。 
このためにも、我が国の技術力に基づいた主導的な国際標準化を推進する必

要があるとともに、国内における普及を促進するため、国際標準化と同時並行

的に国内の標準化を進める必要がある。 
 
第１項 ハードウェア／ソフトウェアのモジュール化を見据えた共通基盤 
（１） 背景 
これまでロボット導入が進んでいない領域に対して、ロボットを導入するこ

とで、生産性の向上、過重な労働からの解放、人手不足の解消を図り、日本全

体の経済・産業・国民生活に変革をもたらすこともロボット革命の目的の一つ

である。 
製造業、サービス産業、農業、建設業等、ロボット導入が期待されている分

野、作業は多々あるものの、大規模な工場における溶接・塗装、定型部品の実

装・組み立て以外の分野では、ロボットによる自動化率は低いままである。産

業用ロボット以外の領域、すなわちサービスロボットにおいても、ユーザーニ

ーズをとらえきれておらずキラーアプリがない、価格が高くメンテナンスも容

易ではない、などの理由により、導入・普及が進んでいないのが現状である。 
こうした問題を解決する手法として、モジュール化やミドルウェア、ロボッ

ト OS の利用、国際標準化、プラットフォーム化といった戦略がある。 
 
（ミドルウェア・ロボット OS） 
既存のロボットシステムでは、特定の用途に対して特化したハードウェアと

ソフトウェアで構成されることが多く、多くの部品やソフトウェアを再利用す

ることは難しい。これにより、ロボットはハードウェアのみならず、それを制

御するソフトウェアも高コストとなっている。 
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ロボットを構成するハードウェア、ソフトウェアの機能要素をモジュール

化・共通化することで、多種多様なロボットシステムにおいて共通の部品を利

用することができ、これによりロボットを低価格で構成することが可能となる。

また、共通のソフトウェアプラットフォームを利用することで、ロボットに必

要とされる様々な機能の実装をプラットフォーム側にゆだね、ロボットインテ

グレータは対象毎の機能の実現に注力することができる。 
 
（標準化） 
このような仕組みを実現するには、ハードウェア・ソフトウェアともに、多

くのメーカーが作る部品同士をつなぐ界面（インターフェース）をいかに共通

化、標準化するかが重要となる。 
以前は市場を占有する少数の企業が定めるデファクト標準が大きな力を持っ

ていたが、技術の複雑化によるデファクト化の難しさや、国際標準に対する世

界各国の関心の高まりから ISO 等いわゆるデジュール標準の重要性がこれまで

になく高まっている。また、これまでの製品が上市されてから標準が決まると

いう流れに対して、欧州各国は長期的視点に立ち、研究開発段階から企業・大

学・研究企業と連携して標準化をスコープに入れた計画を立案し、標準も含め

て域内の企業が国際的に優位に立てるような戦略をとっている。 
このように、ロボット分野におけるこうした標準化についても、単に部品の

共通化による利便性を向上させるのみならず、いかに国内のロボット関連企業

が国際的競争力を確保し、次世代のロボット産業をリードする環境を作るか、

といった国家戦略の観点から考える必要があり、我が国においても、欧州各国

と同様に、研究開発の段階から一体的かつ同時並行的に標準化にも取り組むこ

とが重要である。 
 
（プラットフォーム） 
また、近年 IT 分野においては様々なサービスをインターネット上のサーバー

に集中化し、個々のユーザー側は端末では単にリクエストと結果の受け渡しの

みを行うサービスのクラウド化の流れが加速している。 
ロボット分野においても、様々な機器をネットワークに接続し、多様なサー

ビスをクラウド上で提供しようとする動きがみられる。クラウド化されたサー

ビスプラットフォームを提供する事業者は、ユーザーからのリクエストや個々
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の端末の情報、いわゆるビッグデータを手にすることができ、それらのデータ

から効率的な事業戦略をとることで、製品・サービスの改良、効率的なサポー

トや広告・レコメンデーションの提供を通じてさらに顧客を獲得し事業拡大で

きる可能性がある。次世代のロボット市場においても、こうしたプラットフォ

ームそしてビッグデータを握ることが、市場を獲得するうえで重要であること

は明確である。 
 
（２） 具体的な取組 
（ミドルウェア・ロボット OS） 
ロボットは実世界に対して働きかけるシステムという特徴から、一般のパソ

コンなどとは異なる OS（基本ソフト）で動作させる必要がある。また、近年の

ロボットシステムはネットワークを通じて多様なセンサーや他のロボットと連

携させる必要があり、こうした機能を提供するものをロボット OS やミドルウェ

アと呼ぶ。 
主として従来の産業用ロボットに対して共通のインターフェースを提供する

ORiN（日本のロボットメーカーを中心とする協議会にて仕様を策定）、経済産

業省のプロジェクトを中心としてオープンソースで開発が進められてきた RT
ミドルウェアや「未踏プロジェクト」から開発がスタートした V-Sido などがあ

る。また、近年世界的にも、ROS をはじめとして OROCOS、YARP など様々

な OS・ミドルウェア等が開発されている。 
 
（標準化） 
製造現場におけるロボット・機械システムに関して、IEC 61131（PLC のプ

ログラミング標準規格等）、IEC61158（フィールドバス関係の標準規格）、ISO 
15745（アプリケーション統合フレームワーク）、ISO 15704（デバイスプロフ

ァイル）など数多くの標準が策定されている。技術の進展に伴い、通信デバイ

スやプロトコル、制御機器やロボットなどが新規に開発され、メーカー各社は

自社製品を国際標準にするため標準化活動を活発化させている。 
経営システムと生産システムのみならずバリューチェーンを含めて、そこで

扱われるあらゆる情報をコンピューター上で統合し、物理的なモノの取り扱い

（生産、組み立て、輸送、販売等）と結びつけることで生産・販売の飛躍的効

率化、生産システムの柔軟性向上を目指すドイツのインダストリー4.0 の取り組
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みが注目されているが、こうした業務管理や生産管理と実際の生産管理システ

ムを統合するための ISO/IEC 62264 といった標準も策定されている。 
ロボットの標準としてはいわゆる産業用ロボットとロボット関連機器機に関

する標準 ISO 10218 があるのみであり、近年サービスロボットの安全基準に関

する ISO 13482 が策定された。なお、上述の産業ロボットインターフェース標

準 ORiN は ISO 20242-4 適用の一例として参照されおり、RT ミドルウェアの

モジュールインターフェースはソフトウェア標準化団体 OMG（Object 
Management Group）において標準化されている。このほか、IEC TC59F/WG5
では掃除ロボットに関する標準、ISO TC184/SC2 においては、協調ロボットの

安全（WG3）、介護ロボットの安全（WG7）、車輪型移動ロボットやソフトウェ

ア・ハードウェアのモジュール化（WG8）に関する標準の議論がすでに始まっ

ており、日本としても明確な戦略のもとこれらの標準化にコミット、あるいは

積極的に推進していく必要がある。 
 
（プラットフォーム） 
ロボットにおけるプラットフォームと呼ばれるものにはいくつかの種類があ

る。一つには、ロボットアプリケーション作成、販売基盤としてのソフトウェ

アプラットフォームであり、アルデバラン社が開発し、ソフトバンクの Pepper
にも搭載されている NAOqi や、ロボット OS・ミドルウェアである RT ミドル

ウェア、ROS、ORiN、V-Sido などもプラットフォームとみることができる。

また、顧客に対してある種のサービスを汎用的に提供する基盤を提供するもの

も、現在はクラウド上のプラットフォームである。これは、コマツの KOMTRAX、

オムロン PLC に搭載されているデータベース機能などや、サービスロボット用

の UNR プラットフォーム、RSi などもこのプラットフォームに分類される。

M2M（Machine to Machine: 機械同士が通信・様々な情報を交換することで生

産の効率化を図る手法）や IoT（Internet of Things: 様々なモノがインターネ

ットにつながり情報の取得や制御を自在に行うことができる技術やその基盤）

も近年は個別の実装のみならず、これを実現する基盤がサービスとして提供さ

れつつあり、これらも一種のロボットのためのプラットフォームと考えること

ができる。 
ロボットハードウェアもまたプラットフォームとしてとらえることができる。

ソフトバンク社のペッパーは、そのうえに様々なサービスアプリケーションを
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搭載する意味でプラットフォームである。研究用ロボットプラットフォームと

しては、経済産業省のヒューマノイドロボットプロジェクトで作られ、その進

化系である SCHAFT 社の S-ONE（DARPA の災害ロボット競技会で１位を獲

得、その後 Google が買収）のもととなった HRP-2 などがある。 
いずれの場合も、プラットフォームには、様々なソフトウェア、アプリケー

ション、顧客情報、製品情報等のデータ、ひいては顧客、ロボットハードウェ

アそのもの、が集められる。ロボットビジネスにおいては、価値ある機能やサ

ービスを提供するプラットフォームを持つ企業がこれらを集め、さらに自身の

価値を高めることでさらなる情報が集まるといったポジティブフィードバック

（収穫逓増）がかかるため、様々な分野でプラットフォームを形成していくこ

とは重要である。 
 
（３） 2020 年に目指すべき姿 

ロボットによる産業革命を日本主導で実現するためにも、ロボット OS・ミド

ルウェアやそれに付随する様々なインターフェース、データ等の標準化、さら

には種々のプラットフォームは、個別企業の取り組みのみでは不十分である。 
こうした中、次世代のロボット産業を育成するうえで、ロボット制御の基幹

部分であるロボット OS・ミドルウェアについても積極的な取組を進めていくこ

とが重要である。 
ロボット OS・ミドルウェア上で動作するアプリケーションや我が国が強みを

有するモジュールを作成する多くのセンサー、ロボット、ソフトウェアベンダ

ーは、ロボット OS・ミドルウェアベンダーが定める仕様に常に追従し準拠する

必要がある。さらに、ロボット OS・ミドルウェアはロボットの制御に直結する

ため、安全性やセキュリティの上でも重要な役割を果たすため、製品安全の観

点からも公的機関による関与（認定・認証等）が必要な領域でもある。 
こうした環境が整備されることにより、2020 年には、多種多様なロボットが

効率的かつ安価に作られる。ユーザー保護の観点からも安全性やセキュリティ

に配慮しある種の認証を受けたロボットが市場に出回り、生産性や QOL の向上

に寄与する。様々な国際標準を日本主導で策定することで、国内のハードウェ

アやソフトウェアが国際競争力を持つことで、日本のロボット産業が世界をリ

ードすることが可能となる。 
これを実現するためには、共通基盤である OS・ミドルウェアあるいはプラッ
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トフォームとそれを構成する標準規格に対して、日本としての戦略を明確にし

産学官の連携による体制を整えて規格化・標準化を進める必要がある。その際、

ものづくりにおけるミドルウェア、ネットワーク化についてはロボットの視点

からの検討だけではなく、ロボット以外の工作機械、搬送機械等と併用される

前提で、幅広い観点からの検討が必要である。 
そのため、新たに設置される「ロボット革命イニシアティブ協議会」（第１項

参照）が中心となって、必要な情報収集及び国際発信を行い、国際標準化の流

れを主導していく。 
 
第２項 国際的に調和した規制制度の構築（日 EU 規制協力） 
（１） 背景 
従来、生活支援ロボットは、人との接触度が高く、高い安全性が求められる

が、安全基準が未整備であり、利用者の導入のハードルが高く、企業の製品開

発リスクも高かった。そこで、安全認証スキームを確立すべく、2006 年の国際

会議で、生活支援ロボットの安全に関する国際標準規格について国際的に議論

していくことが決議された。そして、生活支援ロボット開発の先駆けである日

本が議論をリードする形で、2014 年２月に生活支援ロボットの安全に関する国

際標準が発効した。 
ISO13482 は、医療用途を除く生活支援ロボットの規格として位置づけられて

おり、対応する CE マーク（EU 域内の市場で製品を流通させる際に、製造業者

に取得の義務付けられている認証マーク）は機械指令の整合規格（ISO13482 EN）

として位置付けられている。 
しかしながら、EU では、内部運用に基づき、生活支援ロボットの一部が、機

械ではなく、医療機器として判断される可能性があり、製造業者の EU 内での

CE マークの取得に混乱が生じる可能性がある。 
そこで、製造業者が EU 内でスムーズに CE マークを取得できるよう、日 EU

間での規制協力対話を行っていく。 
 
（２） 具体的な取組 
日 EU 間で生活支援ロボットの EU における「機械」と「医療機器」の線引

きに関するコンセプトや考え方について検討を行うとともに、生活支援ロボッ

トの関係者に CE 取得に一定の予見性を与えることのできるガイドラインを日
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EU 間で策定していく。 
 
（３） 2020 年に目指すべき姿 

日本の生活支援ロボットの製造業者が国内で ISO13482 を取得した後、EU で

スムーズに CE マークを取得できるような環境が構築され、生活支援ロボット

が、日本のみならず、世界中の様々な分野で活用され、少子高齢化や労働力不

足といった多くの社会的な課題を解決していく。 
 
第３項 ロボットのネットワーク利用を進めるための標準化 
（１） 背景 

M2M や IoT が進展する中、ロボットはインターネット等のネットワークでつ

ながれ、ロボット相互の連携や、遠隔での AI による制御、取得したデータのク

ラウド上での管理・活用等、多様な使い方が想定される。一方、早期実用化の

ためには、ロボットの目的・用途やハードウェア・アプリケーションの違いに

関わらず、センシング・認識機能、AI 機能等のうち、ロボットのネットワーク

利用を進める上で共通して必要な機能（「共通プラットフォーム」）の確立が必

要であり、我が国が先導することが重要である。 
したがって、このようなロボットのネットワーク利用を促進するために必要

な共通プラットフォームに関する各種規格の整備が必要となる。 
 
（２） 具体的な取組 

ロボットのネットワーク利用における要求条件や機能要件については、我が

国の主導により、国際電気通信連合（ITU）において標準策定の作業を進めてお

り、引き続き、速やかな策定に貢献する。また、ロボット同士の対話を実現す

るための通信プロトコルや、複数のロボットを制御するための技術等に関する

標準化も米国電気電子学会（IEEE）で進められており、立案に積極的に参画し

ていく。 
 
（３） 2020 年に目指すべき姿 

自動車、家電や携帯など、身の回りのあらゆるものがロボット化し、ネット

ワークと結び付きを一層深めていくことが予想される。これらのロボットが生

み出す多種多様な情報を、M2M や IoT といったシステムを介してビッグデータ
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として蓄積・分析・活用することにより、新たなロボットの利用可能性が拡大

し、生活の利便性向上や社会的課題の解決に貢献することが期待される。 
「ロボット革命」時代におけるロボットのネットワーク利用に関しては、我

が国がこれまでに培った経験と優位性を生かして、共通プラットフォームに関

する各種規格等の整備を主導するとともに、これを活用した利活用の実例を、

我が国が世界に先駆けてより多く実現していくことで、世界のロボット市場に

おける我が国の優位性を確保していく。 
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第４節 ロボット実証実験フィールドの整備 

（１） 背景 
社会のあらゆる場面でロボットが活用され、社会的な課題を解決するという

「ロボット革命」で目指す社会像のとおり、ロボットは実際に現場で使われる

ことでその存在意義が発揮される。 
このような観点から、社会に実装される前の最後のステップとして、実際に

ロボットが使われる状況と同様の条件下で実証実験を行い、最終的な調整を行

うことは重要なプロセスである。 
他方、実際にロボットを活用した場合に生じる問題は、我々が想定できない

ものも含め多種多様である。より高度なロボットを社会に実装させるためにも、

安全性等に係る実証実験を包括的に実施するとともに、実際に活用する側の「使

い勝手」を高めるための検証ができる環境を整備することが必要となる。 
このように、ロボットの開発や現場への導入を加速させるためには、技術開

発や導入に係る支援だけでなく、ロボットの開発現場と活用現場の橋渡しとな

る実証実験フィールドを整備することが有効である。 
 
（２） 現在あるロボット実証実験フィールド等の例 
現在我が国においては、構造改革特区を活用したものや、地方自治体の取組

として、比較的広範な目的のもとで柔軟に実証実験が行える環境として、以下

のような実証実験フィールドが存在する。 
 
◇ 次世代社会インフラ用ロボット開発・導入の推進（国交省直轄現場） 

‑ 国交省直轄の現場において、橋梁・トンネル・水中維持管理、災害調査・

応急復旧に関するロボット技術の検証を実施 
 
◇ さがみロボット産業特区における実証支援（神奈川県） 

‑ 廃校となった学校を活用したプレ実証フィールドの設置や介護施設に

おける生活支援ロボットの実証など、公募等による企業の実証実験支援

等を実施 
 

◇ 兵庫県広域防災センター（兵庫県） 
‑ 防災の専門人材、地域防災リーダーの育成を行い、災害時には広域防災
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拠点としても機能する施設であり、災害対応ロボットの実証実験にも活

用 
 
◇ 生活支援ロボット安全検証センター（つくば市） 

‑ 生活支援ロボットの安全認証（ISO13482 等）のために、走行試験、対

人試験、強度試験、EMC 試験等、18 種類の試験を実施可能 
‑ 本試験施設を利用して、既に４例のロボットが ISO13482 を取得 

 
（３） 海外におけるロボット実証実験の実施に活用できる施設の例 

ロボットの実証実験にも活用できる環境として以下の施設がある。 
 
◇ TEEX Disaster City（米国：テキサス州） 

‑ 緊急時対応のトレーニング、技術支援を通じて実務者の技能向上、育成

を図ることを目的とした訓練施設 
‑ 1997 年に設立されたテキサス A&M 大学の一組織であり、ブライトン

消防訓練施設、災害対策本部トレーニングセンター等から構成され、年

間約 80 億円の運営費のうち 90～95％を施設利用料で補填 
‑ 消防関係で８割程度、軍関係で２割程度の他、石油化学系会社等も利用 

 
（４） ロボット実証実験フィールド等の整備に係る考え方 
現在存在する国内のロボット実証実験フィールドの機能について、類似の海

外での取組とも比較しつつ、ロボット革命の実現に向けて、民間企業や大学が

独自実施する実証活動をサポートするとともに、必要に応じ、既存施設の増強

や、新しい機能を有する施設の構築を進めていく。 
その際には、ロボット革命を担う国内外の挑戦者達が集まり、その求める実

験環境を的確に提供することによって、安全性の検証と具体的な使い勝手の改

善に繋がるような実績を挙げ、将来にわたりイノベーションの拠点となり続け

るような体制を目指すことが重要である。以下に、ロボット実証実験フィール

ドを整備する上で、将来にわたり安定的に活用されるようにするために留意す

べき項目を示す。 

１. 特区制度の活用など、ロボット実証実験のための十分な空間と、既存の制

度に縛られずに実証実験できる自由が確保されていること 
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２. パブリックセクターに一定程度のニーズがある施設であり、民間の需要も

十分に見込めること 

３. そのロボット実証実験フィールドを用いた検証結果が、規制緩和、公共調

達、認証取得等で活用できるなど、事業化を後押しするような具体的かつ

制度的な効果が位置づけられていること 

４. 大学や自治体等、運営主体が明確かつ安定的に存在すること 

こうした取組を更に推進し、フィールドロボットを中心とした実用化の動き

を加速化するため、新たな実証フィールドとして、福島県に「福島浜通りロボ

ット実証区域」（仮称）を設け、陸上・水中・空中のあらゆる分野におけるロボ

ット開発の集積拠点とすることを目指す。 
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第５節 人材育成 

（１） 背景 
2020 年に向けてロボットの裾野を広げていくためには、様々な場面でロボッ

トに関する知見を有する人材が必要となる。特に、ロボットの研究開発を行う

人材に加え、ソフトウェア人材や SIer 等、これからのロボット活用の鍵となる

人材については、より一層その重要性が増すことが予想される。 
また、これまでロボットを活用してこなかった分野においては、今後、現場

で実際にロボットと協働する立場にある人々が新たにロボットに関する知見や

活用ノウハウを取得する必要があるが、その対応策についても検討を進める必

要がある。 
これからのロボット活用を考える上では、ロボットそのものの知見だけでな

く、IT 等の関連分野も合わせた横断的な知見を有する人材を育成する必要があ

り、そのために必要な措置について様々な角度から検討を行い、取組を進めて

いくことが重要である。 
 
（２） 今後の取組 

喫緊の課題である SIer、特にロボットを活用する現場において実際に作業の

プロセス・システムを設計できる人材について、2020 年に向けた比較的短い期

間における人材育成・確保を考える上では、現場で経験を蓄積させることで人

材を育成する方法（OJT 型）や、当面人材が不足しそうな分野について OB 人

材を活用する方法のほか、限られた人材を短期間集中して活かす観点から、SIer
とユーザー企業が合弁会社を設立し一体となってシステム構築を進めることで

ノウハウの蓄積と人材の育成を図るという方法も考えられる。 
特に、OJT 型の人材育成に関しては、現場導入実証事業等の予算事業と連携

させて行う等、事業者にとってインセンティブが働く仕組みとすることで、効

果的な結果が得られることが期待される。 
 
（対応施策） 
◇ 「ロボット導入実証事業」を活用した SIer の育成（経産省） 

‑ ロボット導入実証事業及び実現可能性調査において、SIer が支援事業の

実施主体として中心的な役割を担うスキームとすること等により、SIer
の経験・実績を積み上げ、OJT 型で SIer を育成する 
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さらに、ニーズに基づいた基礎的研究や基盤的研究の推進が重要であり、併

せてこれらを通して、我が国におけるロボット開発を担う次世代の人材を育成

することが不可欠である。特に技術を組み合わせる SIer や実用化や事業化を推

進する人材の育成は重要である。さらに、現場での活用ノウハウの水準が底上

げされるよう、必要な措置を講じていく。 
このためには、研究機関や大学等の教育機関においては、IoT 等に関する分野

融合的なカリキュラムを新たに検討するとともに、若者や研究者を惹きつけ、

人と技術が一体的に育っていくような魅力的なプロジェクトの実施により人材

を育成しつつ、研究開発のみならず、起業等にも挑戦する人材を育成すること

が重要である。 
また、ロボットメーカーだけでなく、ロボットユーザーも対象とした在職者

向け公共職業訓練の活用や、検定・資格制度の活用等により、現場でロボット

に関する技術・原理・操作方法等が分かる人材の育成策について検討を進める

必要がある。 
さらに、「ロボットが日常となる社会」の実現に向けては、教育機関や科学館・

博物館などの社会教育施設などとも連携しつつ、初等中等教育段階から子供に

ロボットに関する知識を広く知らしめ、日常的にロボットに親しみ使いこなす

方法を習得させるよう取り組むことが必要である。 
 
（対応施策） 
◇ 在職者向け公共職業訓練の活用 

‑ SIer 等の人材の技術・技能の向上のため、在職者向けの公共職業訓練の

活用について、経済産業省と厚生労働省が連携して検討を行う 
 
中長期的な人材育成については、それぞれの段階・分野において、適切かつ

効率的に人材を育成できる方法をしっかりと見定めた上で、それぞれの育成策

が有機的に連動するよう取り組む必要がある。 
 
（対応施策） 
◇ 大学発新産業創出プログラム（START）の一部 

‑ 民間の事業化ノウハウを持った人材を活用し、大学の革新的技術シーズ
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の出口を見据えた研究開発を実施する事業の中で、ロボティクス分野も

含めた大学等の研究成果を技術シーズとして発掘する取組を実施。 
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第６節 ロボット規制改革の実行 

（１） 背景 
ロボットを社会に導入しようとする場合、そのロボット等が関連するであろ

う既存の法令等に適合することが要求される。その法令等が、社会経済情勢や

既存の法律等に照らしてそぐわないと解釈される場合、法律の改正や特区の認

定、新たな法律の制定など規制の整備が求められる。 
例えば電波法では、周波数割り当てや必要な電波出力の確保等のロボットの

活用に向けたルール整備、道路交通法・道路運送車両法ではロボット機能を有

する乗り物の法令上の位置づけの整理などが考えられる。また、消費者保護の

ための多くの法令も関係する。 
日本は世界屈指のロボット大国であり、日本の技術的優位性がまだ残されて

いるものの、米国やドイツ、中国などの諸外国に猛追されつつある今、日本全

国でロボット導入・活用を加速させるためには、今後、ロボットの活用を前提

とした規制緩和及びルール整備の両面の観点からバランスのとれた規制改革を

推進すると共に、消費者保護の観点からロボットの安全性を確保するためのル

ール作りが必要不可欠である。 
これまでも、一定の条件を満たせば柵で囲うことなく人とロボットの協調作

業が可能となる労働安全衛生法における 80W 規制の緩和や、生活支援ロボット

の国際安全規格である ISO13482 が発効され国際標準に準拠した安全認証が取

得できる体制を整備するなど、規制緩和と安全基準等のルール構築の両面にお

いて取り組んできた。今後も、急速に進化するロボットを日本の社会で効果的

に活かし、世界に誇れるロボット活用のショーケースとなることができるよう、

果敢に、規制制度改革を進めていく。 
 
（２） 規制・制度改革の課題と 2020 年に向けたアクションプラン 

2020 年までを考えると、各分野でロボットの導入によって生産性向上を図り

うる職域・領域を同定し、ロボットが能力を発揮できる環境（半定型的環境）

を整備する必要がある。その一環として、ロボット活用に関する規制制度の改

革はそのための重要な課題であり、①ロボットを効果的に活用するための規制

緩和及び新たな法体系・利用環境の整備、②消費者保護の観点から必要となる

枠組みの整備に分け、具体的に対応すべき課題とアクションプランを以下のと

おり整理する。 
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規制制度改革を進める上では、例えばロボットに関する防爆規格のように、

国内外での相互運用を前提とした国際的な規制制度調和を推進することも必要

である。 
また、世界をリードするような新しいロボットの活用の可能性を開花させる

べく、「ロボット革命イニシアティブ協議会」を中心に随時、課題を整理し、必

要な改革を進めていく。その際、政府の規制改革会議と連携し、関連する諸制

度を俯瞰した総合的な改革を進める。さらに整備された環境下で活用できるロ

ボットのハード技術、ソフト技術の研究開発との三位一体で推進し、ロボット

バリアフリー社会の構築を加速する。 
 
① ロボットを効果的に活用するための規制緩和及び新たな法体系・利用環境の

整備 
(ア) ロボットの利活用を支える新たな電波利用システムの整備 

ロボットの操縦（制御）、ロボットからの画像等のデータの伝送、ロ

ボットが障害物等を検知するためのセンシングなど、ロボットにおける

電波の利用は、従来の汎用的な電波利用形態とは異なる。このため、新

たな電波利用システムとしてのルール作りを行う。 
このルール作りにあたっては、ロボットの利用形態や利用環境等を勘

案し、我が国の電波利用実態を踏まえた上で、既存の無線システムとの

周波数共用を図ることなどによってロボットの電波利用に適した周波

数帯や出力等の技術的条件を策定することが適当である。 
また、無人航空機の操縦のための電波利用においては、国際的な使用

周波数の検討が国際民間航空機関（ICAO）や国際電気通信連合（ITU）

で進められていることを踏まえ、引き続き国際的な協調性についても考

慮することが重要である。 
なお、既に総務省では「ロボット用電波利用システムの調査研究会」

において、これらロボットの利活用を支えるための新たな電波利用シス

テムの環境整備に向けた検討を進めているところである。 
 

(イ) 医薬品医療機器等法 
患者の負担軽減等が期待される、低侵襲で精密な動きを可能とした手

術支援ロボット等、ロボット技術を活用したものを含む新医療機器につ
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いて、医薬品医療機器等法に基づく承認審査の迅速化を図り、新医療機

器の申請から承認までの標準的な総審査期間を、通常審査品目について

は 14カ月、優先審査品目については 10カ月とすることを目指していく。 
 

(ウ) 介護保険制度 
ロボット技術を活用した介護機器のニーズが高まる中、開発企業や介

護従事者に対し適切な支援を行うことで、普及の動きを加速化させる必

要がある。 
そのため、現行３年に１度となっている介護保険制度の種目検討につ

いて、要望受付・検討等の体制の弾力化を図り、技術革新に迅速に対応

可能とする。具体的には、介護保険の給付対象に関する要望の随時受付

や現行種目において解釈できる種目等の速やかな周知を行うほか、新た

な種目の追加についても「介護保険福祉用具評価検討会」及び「社会保

障審議会介護給付費分科会」を必要に応じて随時開催するなど、随時決

定する。 
 

(エ) 道路交通法・道路運送車両法 
搭乗型移動支援ロボットを始めとする移動ロボットの研究開発は国

内外において急速に進展している。今後国際競争において我が国が優位

に立つには、研究開発による更なる新型機種の投入、そのための市場か

らの広範なフィードバックが不可欠である。 
しかし、現行法令上、搭乗型移動支援ロボットは、その原動機の総排

気量又は定格出力の大小により、自動車又は原動機付自転車となり、原

則保安基準を満たさなければ公道で運行の用に供することができない

が、安全の確保を行えば、道路運送車両の保安基準（昭和 26 年運輸省

令第 67 号）第 55 条に基づく基準の緩和を受けることにより、公道を運

行することが可能となる。 
現在、茨城県つくば市では特区制度を活用し、搭乗型移動支援ロボッ

トの公道実証実験が行われており、2014 年度中に実施予定の「構造改

革特区評価・調査委員会」の評価結果を踏まえて、2014 年に創設され

た「企業実証特例制度」の活用も含め、こうした移動支援ロボットの取

扱いについて検討していく。 
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また、自動車の自動運転についても、高度情報通信ネットワーク社会

推進戦略本部において決定（平成 26 年６月）された官民 ITS 構想・ロ

ードマップに基づき、ジュネーブ条約等との整合性を踏まえつつ取組を

進める。 
さらに、現行法規制では、無人トラクター等の無人農機が農地に向か

う際に公道を走行することができない。この取扱いについても、同様に

国際約束との整合性を整理した上で、安全性の検証を行いつつ、検討を

進めていく。 
 

(オ) 無人飛行型ロボット関係法令（航空法等） 
災害現場を始めとして、無人飛行型ロボット（UAV）への期待は高く、

今後その普及が見込まれる。しかし、こうしたロボットに関する具体的

な運用ルールは明確になっていない。そのため、今後いわゆる小型無人

機については、運用実態の把握を進め、公的な機関が関与するルールの

必要性や関係法令等も含め、検討を進めていく。 
また、遠隔操縦により国際的に IFR（計器飛行方式）で飛行を行う無

人機システム（大型無人機）については、国際民間航空機関（ICAO）

での国際基準改定の検討に参画し、2019 年以降に想定されている国際

基準の改定を踏まえ国内ルール化を進める。 
 

(カ) 公共インフラの維持・保守関係法令 
公共インフラの維持・保守においては、人による作業が前提とされ、

「目視」による点検が求められている場合があり、維持管理の効果・効

率の更なる向上のため、2014 年から開始した「次世代社会インフラ用

ロボット現場検証委員会」によるインフラの維持管理及び災害対応等に

係る現場検証結果や港湾施設のインフラの維持管理に係る現場実証結

果等を踏まえ、有用なロボットについて、効果的・効率的な活用方法を

定める。 
 

(キ) 高圧ガス保安法 
前述の公共インフラに加え、プラント等の産業インフラにおいても、

目視等の人間を前提とした点検作業に対し、人間の代替となるようロボ
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ット活用ルールを整備していく必要がある。 
そのため、まずは現場ニーズに基づく技術開発及びプラント等を活用

した実証・評価を同時に進め、現場で必要となる技術水準を明らかにし

た上で、ロボットによる点検に係る制度について検討を進めていく。 
 

② 消費者保護の観点から必要となる枠組みの整備 
(ア) 消費生活用製品安全法、電気用品安全法 

ロボットが日常生活の隅々にまで入り込み、さらに技術革新により、

自律性や遠隔操作性を有する生活関連次世代ロボットの活用が拡大す

る社会を前提とすると、消費者の安全性の確保を図るための対応の強化

が必要である。ロボットに起因する重大製品事故等が発生した場合の情

報収集、原因究明のあり方や、技術開発や個別具体的な製品化の動向を

踏まえた、電気用品として取り扱われる機器に関する技術基準のあり方、

製造事業者等の責任の範囲について、ロボットを前提としていない現行

制度での取扱いについて検討が必要である。 
そのため、現行法令に基づき収集される事故情報等の分析を踏まえ、

必要な措置や対応策の検討を進めていく。 
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第７節 ロボット大賞の拡充 

（１） 背景 
産業振興を促す上で、優秀事例を評価し表彰することの大きな効果について

は論を待たない。表彰事業は、幅広い関係者に対し、その日々の活動への大き

なモチベーションを与えるとともに、国全体にとっても、最先端の技術動向を

把握して課題を発見する契機となり、その対処に先手が打てるという効果も期

待できる。このため、ロボット分野についても 2006 年より「ロボット大賞」（経

済産業省及び（一社）日本機械連合会の共催）を実施し、将来の市場創出への

貢献度や期待度の高いロボットを表彰している。 
本事業では、第６回までで 63 件を表彰し、大手産業用ロボットメーカーのみ

ならず、革新的な要素技術を持つ中小ベンチャーや、ロボットを用いて課題解

決を実現したユーザー企業など、様々な事例を取り上げ、社会への発信源とし

て大きな役割を果たしてきた。 
このように実績を積み重ねてきたロボット大賞について、これまでの蓄積を

活かしながら、ロボット革命の実現に向けた関係者の取組を一層加速させる駆

動力となるよう、ロボット大賞を政府全体として生かしていく枠組みへと発展

させる。 
 
（２） 今後の方向性 

現在、以下の５分野で募集が行われている。 
①「産業用ロボット部門」 
工場などの生産現場を担うロボットおよびシステム 

②「サービスロボット部門」 
オフィス、家庭、公共空間等で各種サービスを行うロボットおよびシステム 

③「公共・特殊環境部門」 
災害探索・復旧、海中調査等、公共・特殊環境下で活動するロボットおよび

システム 
④「部品・ソフトウェア部門」 
ロボットの一部を構成する部品、材料またはソフトウェア 

⑤「ロボットビジネス／社会実装部門」（第５回（2012 年）より新設） 
ロボットを導入し、活用するメーカーや事業者、システムインテグレーター

等ロボットのサービスや社会実装につなげた例、またその中核を担った人材 
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これらの分野について、社会情勢や技術動向等を踏まえて柔軟に見直し、検

討を加えていく。 
また、次世代ロボットや先進的な活用事例を評価し、幅広い関係者の参画を

促していく場として、ロボット大賞は極めて重要であることを踏まえ、次回以

降、国全体で優れた取組を顕彰する見地から、関係省庁からの表彰位の新設や

受賞対象の拡充を順次行うとともに、更に高位の表彰位の創設の検討等を含め、

政府全体として後押しできるものへと発展させる。 
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第８節 ロボットオリンピック（仮称）の検討 

（１） 背景 
2020 年に東京において 56 年ぶりにオリンピック・パラリンピックが開催さ

れることが決定された。 
56 年前のオリンピックでは、競技施設や交通網（地下鉄、首都高速道路、新

幹線等）の整備に対する建設投資が増加したほか、競技を見るための旅行需要

が拡大し、カラーテレビの普及率も急激に上昇する等、社会や人々の生活が大

きく変わるきっかけとなった。 
オリンピックという世界的イベントを最大限に活用することにより、ロボッ

トの研究開発を加速、同時に日本社会へ広く導入・普及を促進するとともに、

ロボットにより人々の生活を変える「ロボット革命」の原動力としても機能す

る可能性を秘めており、その成果である世界に先駆けて社会を変革した日本の

姿を世界中から訪れる人々に対して示す格好の機会となる。 
ロボット革命の実現に向けた取組を加速し、オリンピックの開催の年には、

日本の津々浦々に「ロボットがある日常」をもたらし、都市全体としてロボッ

ト技術と融合した日本の姿をロボット・ショーケースとして世界に発信してい

く。これに加えて、オリンピックが人間の限界への挑戦という価値を強く発信

する歴史ある祭典であることを踏まえて、ロボットに関する内外の最先端の成

果を集め、さらなる高みへと挑戦する機会を設けることは有意義である。 
 
（２） 具体的な取り組み 

ロボットの研究開発を加速し、実社会への導入・普及を図る、すなわち社会

実装を進める一つの方法として、様々なロボットを対象とした競技会や実証実

験、デモンストレーション、すなわちロボットオリンピック（仮称）を実施す

る。単にロボット技術を競うための競技会ではなく、医療・介護、災害対応・

インフラ点検、農林水産業、製造業、サービス業、エンターテインメント等、

現実の課題を解決し、実際に役に立つロボット同士を競わせ、多くの人々にそ

の姿を示す。ロボットをより身近なものと感じてもらい、ロボットにより現実

の問題をいかに解決するかを探り、活用法を議論し、また、ロボットとともに

どう仕事をし、生活するのか、といったことを多くの人々に考えてもらうきっ

かけにすることで、ロボット導入・普及を促進する。 
具体例としては、内閣府・経済産業省・国土交通省が行っているインフラ点
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検ロボットや災害対応ロボットの研究開発・現場検証事業が挙げられる。イン

フラ点検ロボットや災害対応ロボットを実際の現場に持ち込み、検証を行う。

競技会ではないが、発注者（国土交通省等）、ユーザー、開発者（NEDO、経済

産業省）、ロボット工学、土木工学等の研究者からなる審査委員が様々な視点か

らロボットシステムを評価し、研究開発・運用方法の改善に役立てている。 
別の例としては、NEDO において平成 26 年度から行われている「災害対応

ロボット研究開発」プロジェクト「環境・医療分野の国際研究開発・実証プロ

ジェクト／ロボット分野の国際研究開発・実証事業／災害対応ロボット研究開

発（アメリカ）」）がある。同事業は災害対応ロボットの開発を行うとともに、

米国 DARPA が開催するロボット競技会（Disaster Robotics Challenge）に参

加、同時に国内でもデモンストレーションを行う予定である。 
今後、既存のロボット関連競技会の開催主体、ロボットのユーザーや運用者、

メーカー、研究者等とも連携しつつ、ロボット革命イニシアティブ協議会が中

心となって検討を進め、本年中に実行委員会を発足し体制を整備、2016 年まで

に具体的な開催形式・競技種目を決定するとともに、2018 年にプレ大会を開催

し、2020 年の本大会へと繋げていくこととする。 
 
（３） 2020 年の目指すべき姿 

東京オリンピック・パラリンピックに合わせて、ロボットオリンピック（仮

称）を開催するという共通の目標を産学官が持つことで、開催までの５年間で

ロボットの研究開発は加速され、同時に、こうした競技会や実証実験等を通じ

てロボットシステムが、実際の生活や作業現場に実際に導入・普及するきっか

けになる可能性がある。 
このロボットオリンピック（仮称）に集うのは競技会のためのロボットのみ

ならず、実際に社会の様々な場面・現場で利用されている、実際に働いている

ロボットであるべきである。そして、東京オリンピック・パラリンピック後も、

継続的にこうした競技会を通じて新たなロボット技術が試され、実証され、社

会に受け入れられるきっかけとなるような、イノベーションのサイクルを回し

ていくことが肝要である。 
日本を訪れれば様々な分野でロボットが活用されている姿を見ることができ

る社会を目指すとともに、新たなロボットが開発された際には、世界で最初に

日本で実証・導入が行われるよう、環境を整備することがすなわち「ロボット
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活用のショーケース化」であり、ロボット革命の原動力となりうる。 
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第２章 分野別事項 

第１節 ものづくり分野 

（１） 背景 
我が国のものづくり分野では、自動車産業における溶接、塗装工程や電気・

電子産業における部品装てん工程等、大企業を中心にロボット導入が進んでき

た。その一方で、大企業も含めて部品供給等の準備工程（段取り工程）等につ

いては引き続き人手による作業が中心であり、また、特に中堅・中小企業では

ロボット導入が遅れている。 
例えば、主要産業用ロボットの出荷先規模別出荷額 11を見ると、溶接、運搬・

搬入管理、ピッキング・整列・包装・入出荷、一般組立用途のロボットの出荷

額について、中小企業向けの割合はそれぞれ 22.4％、9.5％、16.2％、0.1％とな

っており、その大半が大企業向けに出荷されていることが分かる。 
日本の製造業では 80 年代以降、ロボットを含めた機械化投資が盛んになり、

労働生産性も高まったが、近年は企業の規模に関わらず、伸び悩みが見られる。

今一度、ロボットの効果的な活用を検討し、競争力強化を図っていくことが重

要である。 
 
（２） 基本的考え方 
ものづくり分野におけるこれからのロボット活用を考える上では、自動車や

電気電子産業を中心にロボットの活用が進んできた大企業だけでなく、中堅・

中小企業への導入が大きな課題である。また、大企業も含めてロボット活用が

進んでいない産業分野も引き続き存在していることから、これらの分野におけ

るロボット活用についても促進する必要がある。さらに、自動車産業や電気電

子産業においても、ロボット活用が進んでいない工程が残されており、全体の

出荷高に占める割合の高いこれらの産業を支える技術開発・施策も進める必要

がある。 
中堅・中小企業や様々な製造現場においてロボット活用が進むためには、ロ

ボットが活用される分野が多種多様に広がり、その結果として、全体としてロ

11 ロボット産業需給動向 2014 年版（一般社団法人日本ロボット工業会） 
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ボットの市場規模が拡大していくことが必要である。その一方で、創出される

新たな多様な分野の市場はそれぞれ小規模なものも多数存在する全体としてロ

ングテールな市場になることが予想される。 
こうした新たな市場においては、多種多様なユーザーニーズに沿ったカスタ

マイズが必要となるため、自動車メーカー等大手ユーザーニーズにカスタマイ

ズして大量受注を得てきた従来の産業用ロボットのビジネスモデルとは異なる

モデルになる。 
中堅中小企業も含めて幅広くロボットを普及させていくためには、様々な技

術を持つメーカーを SIer が束ね、多様なユーザーニーズを踏まえたロボットの

活用に関する提案を行い、生産ラインを作り上げるような導入方式がクローズ

アップされ、広く活用されることが重要である。 
具体的には導入実証事業などによる事業機会を通じた SIer 自身の対応能力の

向上を図るとともに、その前提となる環境整備として、ハード・ソフトの標準

モジュール化や、それらを束ねる共通基盤を普及させること等によって、多様

なメーカーのロボット技術を統合するためのプラットフォームを構築すること

が重要である。これが実現すれば、誰もがロボットを容易に活用できる状況

（「Easy to use」）に近づくこととなり、システムインテグレートに係るコスト

ダウンやヨコ展開によるスケールメリットが働く事業構造に転換することが可

能となる。さらに、システム設計・調整に要する時間を大幅に短縮するための

要素技術開発も進めることも必要である。こうした取組を通じ、SIer の生産性

の向上と体質強化を進めることが、新たなロボット活用を普及させていく上で

肝要である。 
さらに、中堅・中小企業において幅広くロボットが導入されるようになるた

めには、ロボットの導入によって生産性、収益性の向上が実感できるようにな

ることが重要である。また、ロボット開発のみならず、中堅・中小企業が活用

できる安価で簡単なティーチング手法の開発と必要な技能者の育成が必要であ

る。 
一方、これまでロボットの導入が進められてきた大企業においても、生産性

の向上や国際的なコスト競争、また、人手不足対策といった観点から、ロボッ

ト活用は引き続き重要であり、とりわけ、これまでロボット活用が進んでこな

かったいわゆる「三品産業」（食品・化粧品・医薬品産業）等において、ロボッ

ト活用を拡大していく必要がある。 
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さらに、IT の活用による機器間連携や受注状況との連動など、ロボットを活

用した生産システムそのものの高度化を図り、常に最適化された生産ラインや

サプライチェーンを構築することが、ものづくり産業の競争力を維持・強化す

る上で重要である。 
 
（３） ロボット活用を推進すべき分野（重点分野） 

中堅・中小企業においては、部品加工や組立て等、大企業の下請け作業とし

て行われる細かい労働集約的な作業が存在する。これらの作業は必ずしも単純

な作業ではないため、ロボットによる作業の置き換えが困難であるうえに、多

くの中堅・中小企業には十分な設備投資余力が存在しないため、ロボット活用

が進んでこなかったという現状である。こうした現場の作業ニーズに応えるよ

うに、その企業に必要とされる規模・製造能力に応じた費用対効果の高い、汎

用多能工ロボット等の導入が容易となるような、政策面と技術開発面でのアプ

ローチが必要である。 
また、三品産業（食品・化粧品・医薬品産業）については、それぞれロボッ

ト化の余地が残っている領域は違うものの、昨今のロボット技術の発展もあり、

今後、さらなるロボット活用の進展が期待される。これらの分野では共通して、

衛生面において高い水準が求められるため、人よりもロボットの方が適してい

るという面もある。 
食品産業については、単純な食品の製造工程に係る自動化や、弁当やお総菜

などの盛りつけ等のバックヤードの工程において、パート等を多く雇い、労働

集約的な作業を行っており、こうした作業に対応できるロボットの開発・導入

重点的に進めていく。 
また、化粧品産業や医薬品産業についても、費用対効果や作業工程のタクト

タイムを満たすものについては、積極的にロボット活用を促し、より一層労働

生産性を高めていく。 
大企業については、これまでロボット化が困難であった、準備工程や段取り

等のプロセスに対応できる、汎用的かつ小回りのきく多能工ロボットの開発を

進めていく。人とロボットが協調して働くような、人とロボットの新たな関わ

り方やロボットによる匠の技の実現についても模索していく。 
ロボットそのものの高度化についても、機器間連携（ロボット同士、ロボッ

トと工作機械、ロボットと部品等）やネットワーク型ロボットの開発・実証を
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進めていく。また、IoT を背景とした柔軟で常に最適化された生産システムの構

築によるこれまでの限界を超えた生産性の向上や製品そのものの品質の向上に

向け、ロボット革命イニシアティブ協議会の活動を通じて、工場全体があたか

もロボットとして機能するような全工程の徹底した自動化や世界最先端の生産

システムを繋げていく上で必要となる標準化を推進していく。 
最後に、製品としてのロボットそのものの国際競争力の維持は必須であり、

新興工業国製ロボットとの競争は今後ますます激化する。そのため生産機械と

しての要素技術、機構、材料、制御、情報通信のあらゆる面での足場固めは非

常に重要である。ロボットの基本的な構造や制御機構等について、従来採用を

見合わせていた境界技術を積極的に取り入れ、新たなイノベーションを起こす

ことができるよう、各業界との連携を図り生産機械全体の基礎技術力向上を図

る必要があることは言うまでもない。 
 
（４） 2020 年に目指すべき姿（KPI） 

ものづくり分野において 2020 年に目指すべき姿（KPI）としては、マクロ指

標として、「日本再興戦略」改訂 2014 にも掲げられているとおり、2020 年に製

造分野で使用されるロボットの市場規模を２倍に拡大（6000 億円から 1.2 兆円）

させるとともに、製造業の労働生産性の伸び率を年間２％を上回るよう向上さ

せる。 
また、分野別の取組として、2020 年の市場拡大の目標実現の鍵となる組立プ

ロセスについて、ロボット化率を大企業で 25％、中小企業で現状の大企業並み

である 10％を目標とする 12。 
日本全国に先進的なロボット活用事例を広げていくため、双腕多能工ロボッ

トの活用など合理的に設計された人・ロボット協調ラインの構築、機器間連携

12 2010 年における自動車組立プロセスのロボット化率が約７％であるところ、

（一財）機械振興協会経済研究所「RT におる産業波及効果と市場分析」（平成

20 年３月）における分析を参考に、ロボット技術の進展を踏まえた作業効率の

改善とロボット導入コストの低減可能性に基づく 2020 年の市場ポテンシャル

も踏まえ、目標達成に要する導入率を試算している。 
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やネットワークロボットを活用した生産ラインの構築等、これまでにないロボ

ットの活用事例を、先進的なベストプラクティスとして、今後５年間、毎年 30
例程度を収集、公表する。 
さらに、これからの多様なユーザーニーズに柔軟に対応するためのキーとな

る SIer について、ロボット市場規模の拡大を上回る形で SIer 市場を拡大させ

ていく。柔軟なシステム設計の前提となる、標準モジュール化されたハードウ

ェア・ソフトウェアや共通基盤に関連して、共通のロボット OS 等を搭載した相

互運用可能なハードウェア製品を 1000 製品以上開発し、市場投入されるように

する。 
 
（５） 目標達成に向けた施策 
ものづくり分野におけるロボット活用を推進していく上では、ユーザーニー

ズを踏まえたロボットの開発から現場での導入実証まで、一貫した取組を進め

ることが重要である。 
技術開発については、（４）で述べたような分野を重点的に開発すべき分野と

して絞った上で、ロボット活用に係るユーザーニーズ、市場化の出口を明確に

した上で、特化すべき機能の選択と集中に向けた技術開発を実施する。 
 
＜関連施策＞ 
◇ ロボット活用型市場化適用技術開発プロジェクト（経産省） 

‑ ものづくり、サービス分野を対象に、ロボット活用に係るユーザーニー

ズ、市場化出口を明確にした上で、特化すべき機能の選択と集中に向け

た技術開発を実施。また、現場ニーズに応じたロボットシステムを開発

できる人材を育成。 
 
ロボット導入が進んでいる大企業と違い、中堅・中小企業については、ロボ

ット市場や導入促進のための仕組みができ上がるまでの間においては、ロボッ

トの開発のみならず、ニーズとシーズのマッチング、ロボット導入に関する費

用対効果の算出、ロボットを導入するに当たっての経営支援も含めたコンサル

テーション、導入実証等、各段階においてきめ細かな対策を講じることが重要

である。 
また、三品産業等の新しい分野や中堅・中小企業等、ロボット活用の裾野を
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広げる上では、多様なユーザーニーズに柔軟に対応できる、ロボット創出力の

強化が必要である。 
「ロボット導入実証事業」では、これからのロボット導入のキーとなる SIer

を巻き込んだスキームとするとともに、共通のロボット OS 等を搭載した相互運

用可能なロボットも積極的に採用することで、SI 市場の拡大や相互運用可能な

ハードウェア製品の市場化に向けた動きを加速させる。 
 
＜関連施策＞ 
◇ ロボット導入実証事業（経産省） 

‑ ものづくり、サービス分野等のロボット未活用分野における導入実証を

実施し、生産性向上を図る。同時にロボット導入に関する実現可能性調

査（FS 調査）を実施し、費用対効果を示すことでロボット導入を促進

する。また、これら導入実証や実現可能性調査においては、ロボット活

用やシステム構築を支援できるサービス事業者（システムインテグレー

タ）を担い手として活用しその育成を図る。 
 
◇ 「ロボット革命イニシアティブ協議会」の設置 

‑ 多様な分野のニーズに効率的に応えるロボットを創出できるようにす

るため、「ニーズ・シーズ等のマッチングの推進、解決策の創出」等の

機能を有する産官学からなる場を 2015 年に設置する。 
 
ロボット活用を推進させるためには、規制・改革等の環境整備についても、

ロボットが効果的に活用されるよう取組を進める必要がある。 
最近の具体的な取組としては、産業用ロボットの協同作業の安全基準の明確

化が挙げられる。人間との協調作業が可能な産業用ロボットについて、国際的

には出力値にかかわらず、安全性を確保する対策がなされていれば、人間との

協調は可能である一方、我が国においては、最大出力が 80W 超の産業用ロボッ

トは、原則として柵等で囲う必要があった。そのため、「規制改革実施計画」（平

成 25 年６月閣議決定）に基づき、平成 25 年 12 月に協同作業が可能となる安全

基準を明確化することで、最大出力が 80W を越えるロボットについても、条件

を満たすことで、柵で囲うことなく人との協調作業が可能となった。 
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＜関連施策＞ 
◇ 80W 規制の見直し 

‑ 国際規格で認められていた人とロボット（定格出力 80W 超）の協同作

業について、2013 年 12 月に「産業用ロボットに係る労働安全衛生規則

第 150 条の４の施行通達の一部改正」が通知され、協同作業が可能とな

る安全基準が明確になった。 
 
技術的な進歩が早く、また、新たな分野に活用のフィールドが拡大している

ロボットについて、さらなる導入を加速させるためには、安全性についてはし

っかり留意しつつも、必要な規制・制度改革を不断なく進めていくことが重要

である。 
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第２節 サービス分野 

（１） 背景 
日本の全産業に占めるサービス産業の GDP・就業者数は約７割と高い割合を

占める一方、労働生産性の水準を比較すると、日本の労働生産性は米国の約６

割であり、諸外国に比して低い。今後、我が国において見込まれる少子高齢化

の進展や労働人口の減少も踏まえると、サービス産業の労働生産性を高めるこ

とは、我が国の喫緊の課題である。 
我が国のサービス産業は、従来からロボットを活用し労働生産性を高めてき

た製造業と違い、未だ多くの人手に頼っており、自動化の余地は大きい。 
こうした観点から、サービス産業においてロボットを積極的に活用していく

ことで、人が労働集約的な作業からより高付加価値な作業に従事できるように、

例えば、質の高いおもてなしを提供できるようになる等、サービス産業におけ

る労働生産性の向上や、イノベーションによる高付加価値化を推進していく。 
 
（２） 基本的考え方 

サービス分野におけるロボット活用を考えるに当たっては、サービス産業は

広範な範囲に及ぶことから、他分野と同様、現場の状況や将来像を踏まえた上

で、具体的な数字・データを用いながら業務分析や効果測定を行い、人が行う

べき業務、ロボットが行うべき業務、人とロボットが協調して行うべき業務を

適切に見極め、戦略的にロボット活用に係る重点分野を絞り込むことが重要で

ある。 
また、これまでロボットを活用してこなかった領域であるため、そもそもロ

ボットを活用するためのノウハウがユーザー側になく、逆に、メーカー側にす

れば、ニーズが見えにくいというのが実情である。このため、ユーザー・メー

カー間の仲介機能を担うプレイヤーの育成や、マッチングの場を整備していく

ことが、サービス分野においてロボット活用を加速させる上で重要である。 
さらに、サービスの現場は、顧客満足度を高めることでサービスの付加価値

を高めるという点において、人だからこそ提供できる価値を追求する現場とし

ても重要であり、働き手の人間性の尊重といった観点からもロボット活用への

期待は大きい。 
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（３） ロボット活用を推進すべき分野（重点分野） 

サービス産業の多くは労働集約的であり、その中でも卸・小売業や宿泊・飲

食業などでは単純作業が一定割合存在するため、サービス業の人手不足が課題

となる中、こうした人手を割いている単純作業を中心に、潜在的なロボット活

用ニーズが高いと考えられる。 
一般に、サービス業は接客等の対人プロセスと、バックヤードにおける対物

プロセスに分けられる。 
サービス業の多くはで対人プロセス（客室内、テーブルでのサービス等）に

割いている時間比率が低く、ある旅館では、本来、接客等の対人プロセスに多

くの時間を割くべき接客係でさえ、接客に割いている時間が 11.7～21.4％程度

であったという分析もある。 
他方、バックヤードにおける対物プロセスについては、「配膳用ワゴン搬送シ

ステム」（株式会社加賀屋）や、2014 年にロボット大賞の「ロボットビジネス

／社会実装部門」において優秀賞を受賞した、「医薬品物流センター高度化ロボ

ットシステム」（東邦薬品株式会社／日本電気株式会社／株式会社ダイフク／株

式会社安川電機）等、ロボット導入による自動化が進められている先導的な事

例が存在する。 
経済産業省が実施した企業ヒアリングにおいても、サービス分野におけるロ

ボット活用については、対物プロセスにおける自動化を優先課題とする意見が

多数を占めており、今後は、卸・小売業や宿泊・飲食業のバックヤードにおけ

る対物プロセスでのロボット活用を推進し、自動化を進めていくことで、人が

より付加価値の高い対人プロセスに注力できるように、サービスの現場を変え

ていくということが１つの方向性として考えられる 13。 

13 これらのロボット化を担うロボット産業の競争力の観点から見るならば、

例えば単純な搬送ロボットのように、人間にとってもロボットにとっても単純

な作業のロボット化は、短期間でコモディティ化する。人間にとって単純であ

ったとしても、ロボットによる実現は容易でないようなプロセスに着目するこ

とで、高い付加価値を長期にわたって獲得することができる。 
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他方、当面はバックヤードを中心とした対物プロセスの自動化を進める一方

で、中長期的には、人手不足への対応も見据え、次世代要素技術の開発等、対

人プロセスの自動化に向けた検討も視野に入れておく必要がある。また、音声

認識による記録等、事務作業に係る負担を低減し、人がより質の高いサービス

を提供できるような、ロボット活用や自動化も併せて検討を行う必要がある。 
また、今後の研究開発、市場拡大に当たっては、様々な分野との共同研究を

進め、ロボット活用によってこれまでにない新たなサービスの創出に繋げるこ

とが重要である。例えば、教育サービス（外国語教育ロボット）やコミュニケ

ーション、コンテンツ、エンターテイメントなど、ロボットそのものを価値の

源泉とするような分野も見据え、その発展のためのニーズ把握や技術開発、環

境整備を行う必要がある。 
 
（４） 2020 年に目指すべき姿（KPI） 

サービス分野において 2020 年に目指すべき姿（KPI）としては、マクロ指標

として、「日本再興戦略」改訂 2014 にも掲げられているとおり、2020 年にサー

ビスを中心とする非製造分野で使用されるロボットの市場規模を 20 倍に拡大

（600 億円から 1.2 兆円）させるとともに、サービス分野における労働生産性の

伸び率を３倍に拡大（2012 年、2013 年の年間伸び率の平均 0.8％→2.0％）す

ることを目指す。 
また、分野別の取組として、これまで述べてきたとおり、人が対人プロセス

に注力できるよう、バックヤード等における対物プロセスでのロボット活用を

徹底的に推進していく。 
具体的には、物流分野において、入出荷場等の輸送と現場との接点での作業

（トラックから倉庫への積み込み／荷下ろし）や配送管理について、ロボット

により一貫した自動化が実現できるように取組を進める。また、自動化が困難

な場合（例えば、工程に不定形物や柔軟物等のピック＆プレイスを含む等）に

おいても、例えば、アシストスーツの活用により現場の負担を軽減するためア

シストスーツの軽量化等の性能向上を進めるなど、物流の現場でのロボット活

用を徹底的に推進する。 
このうち、特に鍵となるピッキング、仕分け・検品作業について、現状のロ

ボット普及率はほぼゼロであるが、上述した「医薬品物流センター高度化ロボ

ットシステム」の先進事例においては、そのロボット導入ポテンシャルは８～
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９割程度とも言われ、このポテンシャルを踏まえながら、2020 年の市場拡大の

目標達成に要するロボット化率を踏まえ、2020 年にはピッキング、仕分け・検

品におけるロボット化率約３割を目指す 14。 
サービス分野においてその他の有望分野と考えられる卸・小売業や、宿泊・

飲食業についても、集配膳や清掃などバックヤード作業のうち、単純かつ負担

の大きい作業について、ロボットによる自動化を図っていく。 
この実現に向け、サービス分野におけるロボット活用に係るベストプラクテ

ィスを収集し、それらを全国へ展開することで、地域経済を支えるサービス業

の人手不足の解消、生産性向上を通じた賃金上昇の好循環を形成する。なお、

事例の収集に当たっては、「ロボット革命実現会議」で紹介された事例に加え、

後述する「ロボット導入実証事業」の成果も活用しつつ好事例を抽出し、2015
年度において、100 例程度の事例を収集し、事例集としてとりまとめ、公表する。 
 
（５） 目標達成に向けた施策 
サービス分野におけるロボット活用を推進していく上では、ものづくり分野

と同様、ユーザーニーズを踏まえたロボットの開発から現場での導入実証まで、

一貫した取組を進めることが重要である。特に、広範囲に渡るサービス分野で

は、重点的に開発すべき分野をしっかりと絞った上で、ロボット活用に係るユ

ーザーニーズ、市場化の出口を明確にした上で、特化すべき機能の選択と集中

に向けた技術開発を実施することが重要である。 
 
＜関連施策＞ 
◇ ロボット活用型市場化適用技術開発プロジェクト（経産省）【再掲】 
 
また、サービス分野においては、これまでロボットを活用してきた実績が乏

しく、そもそもロボット活用に係る費用対効果やロボット活用のノウハウが不

14 現状の先進的な物流センターにおけるロボット活用状況を参考に、個々のロ

ボット技術開発及び物流システム全体の高度化によるロボット導入ポテンシャ

ルを踏まえ、2020 年の市場拡大の目標達成に要するロボット化率を試算 
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足している。したがって、FS 調査や導入実証事業によって、ロボット導入に係

る費用対効果を明らかにしたり、導入費用を低減させることは、ロボット導入

を拡大させていく上で非常に効果があると考えられる。 
 
＜関連施策＞ 
◇ ロボット導入実証事業（経産省）【再掲】 
 
さらに、上述したとおり、ロボット活用の実績に乏しいサービス分野におい

ては、ロボット活用に係るノウハウが不足しており、ユーザーはそもそもどの

工程でロボットが活用できるかといった点について判然としていないケースが

多い。そのような状況を打破するためにも、ものづくり分野同様、ユーザーと

ロボットメーカーの間に入り、仲介機能を有する SIer の役割が重要であり、特

にサービス分野においては、ロボット導入に係る初期のコンサルテーションを

行うことが肝要であると考えられる。「ロボット導入実証事業」では、SIer を巻

き込んだスキームとすることで、SIer を活用したロボット導入を促し、ロボッ

トの市場規模以上の伸び率で、SIer 市場を拡大させていく。 
 
＜関連施策＞ 
◇ 「ロボット革命イニシアティブ協議会」の設置【再掲】 
 
その他、サービスの分野においても、ロボットを効果的に活用するための環

境を整備することが重要であり、論点の１つとして、例えば、物流分野におけ

る容器・パレットの統一化・標準化がある。 
物流現場では、完全自動化や 24 時間自動入庫（生産ラインとの直結）等の全

体効率性を向上させるための取組の実現に向け、容器やパレット（入荷パレッ

ト、入荷容器、出荷箱、出荷パレット）の統一化を図ることが必須であり、パ

レットの一部のサイズ（1,100mm のサイズ（直結））について、国内規格では

JIS 規格化、国際規格では ISO 規格化が行われてきたところであるが、今後、

標準化されたパレットの普及等に向けた取組をさらに進める必要がある。例え

ば、EU ではパレットの規格が統一化されており、物流と現場の接点においても、

パレタイジング／デパレタイジング等の作業についても自動化が進んでおり、

このような実態も参考にしつつ、必要な措置を講じる必要がある。 
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第３節 介護・医療分野 

（１） 背景 
2010 年から 2025 年までの 15 年間で、65 歳以上の高齢者は約 709 万人増加

し、社会全体の高齢化率（総人口に占める高齢者の割合）が 23％から 30％に大

幅に上昇すると見込まれ、地域における医療・介護ニーズの高まりが予想され

ている。 
また、2012 年から 2014 年には団塊の世代が一挙に高齢者になり、毎年 100

万人以上高齢者が増加した。これに伴って介護職員の数も 2012 年の 170 万人か

ら、2025 年には約 250 万人が必要とされているものの、現に従事している介護

職員の７割が腰痛などを抱えるとされ介護現場の負担軽減も必要である。 
医療分野については、近年低侵襲で精密な動きを可能とした手術支援ロボッ

トやそれに類する医療機器の開発がなされ、医療機関で導入が進んでいる。 
 
（２） 基本的考え方 
介護・医療が必要な状態になってもなお住み慣れた地域で自立した生活を継

続することを支援することを基本方針とする。 
具体的には、まず介護の現場においては、ロボット介護機器を活用すること

により介護従事者がやりがいを持ってサービス提供できる職場環境を実現する

とともに、介護は人の手により提供されるといった基本概念を維持しつつロボ

ット介護機器の活用による業務の効率化・省人力化へとパラダイムシフトを支

援し、開発の場面においては、介護現場のニーズに即した実用性の高い機器が

開発されるよう、具体的な現場ニーズを特定したうえで、研究開発支援や開発

の段階に応じた介護現場と開発現場のマッチング支援を実施する。 
また、健康・生活データの蓄積・活用やコミュニケーションを通じて、高齢

者等の見守りや認知症等の重症化予防を支援するため、センサー技術や人工知

能を備えたロボットの導入促進のための取組を進める。 
さらに、介護者の負担を軽減するため、車いすに対してセンサー技術やネッ

トワーク技術を活用し、屋内外を自立的かつ安全・安心な移動を可能とするロ

ボット車いすの実現に向けた取組を進める。 
ロボット技術を用いたものを含む革新的な医療機器を医療の場に迅速に提供

するため、研究開発段階における各種支援を行い、医療ニーズが高く実用可能

性のある次世代医療機器について、審査時に用いる技術評価指標等をあらかじ
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め作成し、公表することにより、製品開発の効率化及び承認審査の迅速化を図

る。 
 
（３） ロボット活用を推進すべき分野（重点分野） 

介護分野については、厚生労働省が 2011 年度に実施した「福祉用具・介護ロ

ボット実用化支援事業」において、220 人の介護施設管理者・介護スタッフに対

し実施した調査によると、移乗・移動支援、排泄・入浴・日常生活支援、認知

症高齢者支援、介護施設業務支援分野でニーズが高いことが明らかになった。

これにより、厚生労働省及び経済産業省では、これらの介護の種類のうち、ロ

ボット技術を活用して解決を図るべき重点分野を決定し、ロボット介護機器を

活用した課題の解決に向けた取組を推進する。 
※「開発重点分野」（介護分野を中心に）移乗支援（装着型）、移乗支援（非

装着型）、移動支援（屋外用）、移動支援（屋内用）、排泄支援、認知症の方

の見守り（施設用）、認知症の方の見守り（在宅用）、入浴支援 
 
医療分野については、患者の負担軽減等が期待される、低侵襲で精密な動き

を可能とした手術支援ロボットやそれに類する医療機器の普及を図る。 
 
（４） 2020 年に目指すべき姿（KPI） 

高齢者が外出する際に移動を支援するなど自立した生活を支援するロボット

を活用することにより、要介護状態になっても住み慣れた地域で自立した生活

を継続することを実現するとともに、要介護者の移乗が容易に出来るなど介護

従事者の身体的負担を軽減する介護ロボットを介護現場に導入することにより、

安全で安定した職場環境づくりを推進する。さらに、介護予防やリハビリテー

ション、健康増進などへの活用についても進めて行く。あわせて、応用できる

ものに関しては、医療機関への導入促進を検討していく。 
介護ロボットの開発・活用促進については、介護ロボットの技術革新に柔軟

に対応し、在宅介護の負担軽減に迅速に対応できるよう介護保険制度の種目検

討について弾力化を図る。また、介護ロボットを活用することによる介護業務

の効率化、省人力化を達成する一方で、人の手にしか成し得ない質の高いサー

ビスを集中的に提供することを推進する。 
さらに、医療機関において手術支援ロボット等を含む医療機器が普及するよ
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う、これらの医療機器の開発を進めるとともに、ロボット技術を活用したもの

を含む新医療機器の迅速な承認審査を行い、申請から承認までの標準的な総審

査期間を、通常審査品目 14 ヶ月、優先審査品目 10 ヶ月とする。 
 
その結果として、以下の目標を実現する。 

· 販売目標として、2020年に介護ロボットの国内市場規模を500億円に拡大 15。 
· 最新のロボット技術を活用した新しい介護方法などの意識改革を図り、介護

をする際に介護ロボットを利用したいとの意向（59.8％）を 80％、介護を

受ける際に介護ロボットを利用して欲しいとの意向（65.1％）を 80％に引

き上げ（括弧内の数字については、内閣府世論調査「介護ロボットに関する

特別世論調査」、調査時期：平成 25 年８月１日～８月 11 日）。 
· 移乗介助等に介護ロボットを用いることで、介護者が腰痛を引き起こすハイ

リスク機会をゼロにすることを目指す。 
· ロボット技術を活用した医療関連機器の実用化支援を平成 27～31 年度の５

年間で 100 件以上実施する。 
 
（５） 目標達成に向けた施策 
関係省庁が連携しロボット介護機器の開発・実用化・普及に関する事業を実

施する。具体的には、現場ニーズが明らかである一方、機能の絞り込みによる

低価格化が課題となっているロボット介護機器の開発に早急に取り組むため、

厚生労働省及び経済産業省が策定した下記重点分野を中心に施策を展開する。 
さらに、既に実用化段階にあるロボット介護機器の現場への普及、利活用を

抜本的に推進するため、導入促進に向けた環境整備や支援を行うこととする。 
 
（今後のロボット介護機器開発にあたって重点的に取り組む分野） 

‣ 移乗支援 

15 介護現場における今後の介護需要の増大及びロボット技術の進展による作業

効率の改善、ロボット導入コストの低減可能性に基づき、2020年の潜在的な市

場を試算。 

65 
 

                                            
 



ロボット技術を用いて介護者のパワーアシストを行う装着型の機器 
ロボット技術を用いて介護者による抱え上げ動作のパワーアシストを

行う非装着型の機器 
⇒移乗の場面において、介護者の身体的負担を軽減する。 

‣ 移動支援 
外出をサポートし、荷物等を安全に運搬できるロボット技術を用いた歩

行支援機器 
高齢者等の屋内移動や立ち座りをサポートし、特にトイレへの往復やト

イレ内での姿勢保持を支援するロボット技術を用いた歩行支援機器 
⇒高齢者の持てる能力を最大限に活用し、一人で買い物などに外出する

ことが可能となる。 
‣ 排泄支援 

排泄物の処理にロボット技術を用いた設置位置調整可能なトイレ 
⇒既存のトイレまでの移動が困難な高齢者が、ベッドサイドに置かれた

トイレを利用することにより、快適な自立した生活が可能となる。 
‣ 認知症の方の見守り 

介護施設において使用する、センサーや外部通信機能を備えたロボット

技術を用いた機器のプラットフォーム 
在宅介護において使用する、転倒検知センサーや外部通信機能を備えた

ロボット技術を用いた機器のプラットフォーム 
⇒認知症であっても住み慣れた居宅において見守りが行われることに

より自立した生活が可能となる。 
‣ 入浴支援 

ロボット技術を用いて浴槽に出入りする際の一連の動作を支援する機

器 
⇒介護者が行う浴槽への出入りの介助について、機器を利用することに

より介護者の負担軽減につながる。 
 
 
◇ 福祉用具・介護ロボット実用化支援事業（厚生労働省） 

‑ 開発の早い段階から現場のニーズの伝達や試作機器について介護現場

での実証等を行い、介護ロボットの実用化を促す環境の整備を推進する。 

66 
 



（具体的な取組） 
‣ モニター調査の実施 

開発の早い段階から開発のサイクルに介護現場の意見を取り入れ、実用

性の高いロボット介護機器の実用化に向けた支援 
着想段階から試作機器段階の開発の状況に応じて、介護職員等との意見

交換、専門職によるアドバイス支援、介護現場におけるモニター調査を

行い、よりきめ細かな開発企業に対する支援を実施 
‣ モニター調査の場の整備 

試作段階の機器の特性に応じて、モニター調査等に協力できる施設・事

業所等をリスト化し適切なマッチングを実施 
‣ 普及啓発活動 
‣ 国民の誰もがロボット介護機器について必要な知識や情報が得られる

よう啓発活動を推進 
ロボット介護機器を活用した介護技術の普及を推進 

‣ 相談窓口の設置 
介護現場や開発現場からの介護ロボットの活用や開発等に関する相談

について総合的に対応する電話相談窓口を開設 
 
今後は、重点分野に指定され、開発されるロボット介護機器について、福祉

用具・介護ロボット実用化支援事業の枠組みを活用して、できる限り試作機器

の段階から実用化支援を行うなど、当該事業についてこれまで以上に重点分野

との連携を進める。 
 
また、本事業についての PDCA サイクルを強化し、モニター調査の結果等を

定期的に点検・評価するとともに、どの程度市場に普及したか等の効果測定を

行う。さらに、好事例については、国民に分かりやすい情報発信を進めるなど、

有効なロボット介護機器の開発に係るノウハウやプロセスなどが周知されるよ

うに事業を展開する。 
 
さらに、ロボット介護機器の介護現場への導入の有効性等について広く理解

を得るため、介護事業者や介護労働者等を対象にしたシンポジウムの開催や介

護現場でのロボット介護機器の活用に関するマニュアルの作成等を検討する。 
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◇ 介護保険制度（厚生労働省）＜再掲＞ 

ロボット技術を活用した介護機器のニーズが高まる中、開発企業や介護従事

者に対し適切な支援を行うことで、普及の動きを加速化させる必要がある。 

そのため、現行３年に１度となっている介護保険制度の種目検討について、

要望受付・検討等の体制の弾力化を図り、技術革新に迅速に対応可能とする。

具体的には、介護保険の給付対象に関する要望の随時受付や現行種目において

解釈できる種目等の速やかな周知を行うほか、新たな種目の追加についても「介

護保険福祉用具評価検討会」及び「社会保障審議会介護給付費分科会」を必要

に応じて随時開催するなど、随時決定する。 

 

 

◇ 地域医療介護総合確保基金（厚生労働省） 

‑ 介護施設等が、働きやすい職場環境を構築するため、先駆的な取り組み

により介護従事者が行う介護業務の負担軽減や効率化に資する介護ロ

ボットの導入について支援を行う。 

 
◇ ロボット介護機器・導入促進事業（経済産業省） 

‑ 安価かつ実際に「使える」ロボット介護機器の研究開発を実施。同時に

安全・性能・倫理基準を策定し、導入に必要な環境を整備。 
 
これまでロボット開発といえば、ヒト型ロボットに代表される高価で高機能

のものが想起されることが多かった。例えば、人型をしていて、精緻なセンサ

ーを使って要介護者を抱え上げるなど、介護職員と同等の働きをするロボット

が考えられるが、こうしたロボットは資金力の乏しい介護現場が購入すること

は不可能であり、現場に普及しないことは明らかである。そのため、開発側と

介護現場のギャップを埋め、不要な機能や部品をそぎ落とし真に必要なものだ

けをパッケージにした、介護現場で「使える」ロボットを開発することが政策

的課題である。 
そのため、前述のとおり、厚生労働省及び経済産業省はロボット技術を活用

して解決を図るべき重点分野を決定し、安価かつ現場で「使える」ロボット介

護機器の開発を開始しており、今後継続して早期の上市に向けた開発支援を実

施する。その際、ステージゲート方式により開発競争を促し、期限を切った開
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発を実施することで、早期の市場投入を実現する。具体的には、少なくとも「移

動支援（屋外用）」「認知症の方の見守り（施設用）」の２分野については、2015
年度より開発成果の市場投入を実現し、その他の分野についても開発が終了し

た機器から順次市場化を目指す。 
また、ロボット介護機器の本格導入を図るうえで、安全性を始めとする各種

基準の策定も極めて重要となる。すでにロボット介護機器の安全基準や、実証

に係る倫理基準、「使える」ことを評価する性能基準の策定等、ロボット介護機

器導入に向けた環境整備を開始しているが、2017 年度までに重点分野ごとの各

種基準を整備していく。 
特に、安全基準については、2014 年２月に、我が国が主導する形でロボット

介護機器を含む生活支援ロボットの国際安全規格 ISO13482 が発効され、我が

国のロボット介護機器が世界で初めて同規格に基づく第三者認証を取得した。

今後、前述の規制協力の枠組みも活用しつつ、こうした国際標準に対応したロ

ボット開発を支援していくとともに、ロボット介護機器独自の安全基準につい

ても諸外国に先駆けて検討していく。 
さらに、開発成果の海外展開に向けて、海外特有の現場ニーズや規制等の動

向を踏まえることが不可欠である。そのため、海外における実証、安全基準を

始めとしたロボットに関する各種ルール整備についても、諸外国との連携を強

化していく。 
 
 
◇ 次世代医療・介護・健康 ICT 基盤高度化事業（総務省） 

‑ センサー技術を用いて高齢者等の健康・生活データを収集したり、人工

知能を用いて高齢者等とコミュニケーションを行うこと等を通じた、見

守りや認知症等の重症化予防へのロボットの活用可能性を検証。 
 
◇ 障害者自立支援機器等開発促進事業（厚生労働省） 

‑ ロボット介護機器の開発とあわせ、障害者自立支援機器（ソフトウェア

を開発する場合を含む。）等について、マーケットが小さい等のためビ

ジネスモデルの確立が困難な機器の開発（実用的製品化）の取り組みに

対して支援する。 
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◇ オールジャパンでの医療機器開発の取組みのための各事業（内閣官房健康・

医療戦略室・文部科学省・厚生労働省・経済産業省） 
‑ 医療分野については、内閣官房健康・医療戦略室をはじめとして、文部

科学省、厚生労働省、経済産業省が連携し、医療機器開発支援ネットワ

ークでの支援等、オールジャパンでの取り組みを通じて、ロボット技術

などを取り入れたものを含む医療機器開発や開発に携わる人材育成等

を推進する。 
 
（開発が期待される医療機器例） 
‣ 人間の手術技術では不可能とされている腕の関節（様々な角度で鉗子が操作

できたり同時に複数の鉗子を操作したり等）の動きや様々な視野を同時に得

ること等の技術を用いて患者への負担を軽減する低侵襲手術（傷口が小さく、

出血量や術後疼痛が少ない手術）を可能にするロボット 
‣ 医療情報（画像や生体モニター等）を集約することにより、患者に応じた治

療効果や合併症を予測して、治療の安全を向上させるロボット 
‣ 日本が誇る巧みな技術により、治療不可能である疾患領域を治療可能にする

ロボット機械（ロボットカプセル内視鏡手術等） 
 
◇ 次世代医療機器に関する技術評価指標の整備（厚生労働省） 

‑ ロボット技術を用いたものを含む革新的な医療機器を医療の場に迅速

に提供するため、次世代医療機器の審査時に用いる技術評価指標等を整

備する。 
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第４節 インフラ・災害対応・建設分野 

（１） 背景 
建設一般、インフラの維持管理及び災害対応分野における、現状の課題は次

のとおり。 
 
①建設一般 
人口減少と少子高齢化が進む中、建設産業への若年就業者数の減少及び離職

者の増加により、中長期的な担い手の確保・育成が喫緊の課題となっている。 
特に、これまで建設生産システムの中核を担ってきた技術者・技能者が不足

することが懸念され、将来にわたっての公共事業の品質確保のための取組が求

められている。 
また、建設産業は、自然界に構造物を構築する産業であるため、気象や地形

に生産システムが直結しており、屋外生産、単品受注生産などの特徴を有して

いる。このため、建設生産システムでは常に状況に応じた創意工夫を求められ

ることから人手に頼らざるを得ず、他の産業に比べて労働生産性を向上させる

ことが難しい面がある。そこで、中長期的な担い手の育成・確保と併せて、建

設生産システムの省力化・効率化・高度化が求められている。 
さらに、建設産業の現場特性から、屋外作業、高所作業等を伴うことが多い

ため、他の産業に比べ労働災害が多い。全産業中の死亡災害のうち約３割を建

設産業が占めるという状況にあるため、作業現場の安全性向上は常に注意を払

うべき課題となっている。 
一方で、建設産業における担い手の確保・育成が喫緊の課題となっているこ

ともあり、苦渋作業・危険作業を解消するなど、女性や若年者が入職しやすい

作業現場の環境改善も期待されている。 
 

②インフラ（維持管理） 

昭和30年代からの高度経済成長期に集中的に整備された社会資本が急速に老

朽化してきており、今後、維持管理・更新の作業とこれにかかる費用の増加が

予測されている。 
また、産業インフラを含めて我が国のインフラ全体について、点検、診断、

補修、更新等に必要な技術者不足が懸念されていることから、省力化が期待さ

れている。 
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③災害対応 

日本の国土は世界的に見て非常に地震・火山噴火などの災害が発生しやすい

地域にある。世界で発生するマグニチュード６以上の地震のうち２割が日本で

発生している。活火山数は世界全体の約７％が日本に集中している。 
また、気象的に見ても梅雨や台風が毎年襲来し、地形も急峻であるために、

風水害や土砂災害が毎年発生している。 
さらに、近年では、東日本大震災はもちろん、昨年１年間だけでも、御嶽山

や阿蘇山の噴火や、台風、梅雨前線による浸水・土砂災害で死者が発生する被

害が全国各地で多発している状況。 
このような状況のもと、被災直後の調査や応急対策を迅速化することで、二

次災害被害の軽減、早期の復旧・復興に資することが期待されている。 
一方、災害発生後の、応急復旧等を行う際にも２次災害発生のリスクが非常

に高く安全性を確保した中での作業が求められる。 
 
（２） 基本的考え方 

実際の具体的な現場に役立つロボット技術の展開を実現するには、具体的な

社会からのニーズに基づいたロボット技術の利用場面を定めて、一歩一歩の開

発と導入を進めていく必要がある。 
その際には、ロボットを活用する部分的な作業のみでなく、前工程・後工程

を含む全体工程を捉え、全体の合理化を図ることが重要である。 
また、建設ロボット技術の開発・活用については、技術的にも社会的にも多

くの側面があるため、短期的、長期的な視点に立った目標を、産学官で共有し、

協力して課題解決に取り組むことが重要である。 
そのためには、ターゲット（開発目標）とマーケット（開発後の市場規模）

を明確にするとともに、建設ロボットを誰が所有するのかを想定することが必

要である。 
さらに、産学官で目標を共有し、協力して課題解決に取り組む上では、開発

目標の設定、開発支援、技術の現場実証及び試行、並びに普及加速支援までを

俯瞰し、必要な取り組みが切れ目無く継続して一貫してなされることが重要で

ある。 
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（３） ロボット活用を推進すべき分野（重点分野） 

建設一般、インフラの維持管理及び災害対応分野における、以上の背景及び

基本的な考え方を踏まえ、ロボット活用を重点的に取り組むべき分野を次のと

おり整理する。 
 
① 建設一般 

建設分野において今後懸念される中長期的な担い手不足については、技能者

の処遇改善、若手の早期活躍の促進などの人材確保・育成策のほか、建設ロボ

ット技術の導入による省力化、作業の自動化、作業補助による経験の浅い若年

就業者の熟練技能者レベルへの引き上げにより対応する。 
また、労働生産性向上対策については、自動化及び作業補助による生産性の

向上で対応する。 
更に、重労働・危険作業の解消等現場環境の改善対策については、省力化（無

人化）・自動化により、重作業などの現場作業を軽減、人身事故のリスクの高

い危険現場での人手作業を減少させることにより対応する。 
 

② インフラ（維持管理） 

厳しい財政状況への対応及び今後懸念される点検、診断、補修等への技術者

不足については、研修等による技術者の育成のほか、維持管理用ロボット技術

の導入により、維持管理の効率化・高度化を支援することにより対応する。 
 

③ 災害対応 

被災直後の調査や応急対策の迅速化に対しては、災害調査ロボットによる被

災状況把握の迅速化及び無人化施工の施工効率向上や高い安全性の確保によ

り対応する。 
 

（４） 2020 年に目指すべき姿（KPI） 
建設一般、インフラの維持管理及び災害対応分野における、2020 年に目指す

姿を次に示す。 
 

①建設一般 

前工程・後工程を含む全体工程をシステムとしてとらえた生産性向上・省

力化を推進するため、情報化施工技術をはじめとするロボット技術の施工現
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場への大胆な導入を行い、ロボット技術を含めた施工プロセス全体を改善す

る。また、施工現場における危険作業や苦渋作業へのロボット技術の導入に

より、女性、高齢者、若年層が従事しやすい魅力ある建設産業を創出する。 
その結果として、生産性向上や省力化に資する情報化施工技術の普及率３

割とする。その際、対象技術毎の普及率を可能な範囲で明らかにしつつ、進

捗管理を行うこととする。 
 
②インフラ（維持管理） 

急増するメンテナンス需要に対応するためロボットでの支援を推進する。 
その結果として、2020 年頃までには、国内の重要インフラ・老朽化インフ

ラの 20％はセンサー、ロボット、非破壊検査技術等の活用により点検・補修

を高効率化する。 
 
③災害対応 

人が近づくことが困難な災害現場の調査や応急復旧等の災害対応を、迅速

かつ的確に実施するため、土砂崩落状況の把握等迅速な調査が必要な作業に

は調査用ロボット、また、人が近づくことの出来ない現場での応急復旧等に

は遠隔操縦・自律型のロボットを導入する。 
さらに、これらの災害対応ロボット活用の実効性を高めるため、日頃から

の遠隔操縦ロボットの使用環境を整えることも必要である。 
その結果として、土砂崩落や火山等の過酷な災害現場においても有人施工

と比べて遜色ない施工効率を実現する。 
 

（５） 目標達成に向けた施策 
目標達成に向け、①技術開発支援、②現場導入支援、③市場環境整備の各段

階を通じて、一貫性のある取組を進める。 
 
① 技術開発支援 

現場ニーズ及び技術シーズを踏まえた重点的にロボット開発・導入すべき分

野について、現場ニーズ及び技術シーズの変化に応じて順次拡大しつつ、現場

ニーズに即応した技術開発について、開発費用を支援し開発・導入を促進する。 
インフラ点検においては、人では発見が困難な変化の検出や経年変化データ
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の蓄積など、これまで不可能であった技術の実現による点検の質の向上、効率

化・高度化に繋げることを目指す。 
また、省力化に資する生産プロセス改善については、工事と一体的に技術開

発を支援し、迅速に開発成果を現場に適用し、また、その成果を受発注者間以

外にも広く共有することとする。 
 
さらに、システム全体の合理化を実現する技術開発も必要である。個別のロ

ボット技術とともに、３次元位置情報を基盤としたリアルタイムかつ網羅的な

情報を処理する情報基盤及びユーザインタフェイスを開発し、建設事業におけ

るシステム全体の合理化を、産学官の適切な役割分担のもとで行う。具体的に

は、地形にかかる３次元データをより詳細に整備するとともに、設計図を３次

元化し、検査における３次元データの活用を進めて行く。 
同時に、こうした事業を担う事業化意欲ある者（ベンチャー等）を育成する

ため、ベンチャー等が活躍できるような実用化開発スキームの導入も必要であ

り、ユーザーと開発者が連携した形での技術開発に対する支援措置を行う。 
 以上について的確に実施するため、 

・効率的に技術開発支援を行う体制を構築する。 
・また、開発主体に対する支援を行うため、研究開発助成等の充実・強化を

図る。 
こととする。 
 

②現場導入支援 

現場導入支援については、実際のフィールドを用いた実証・評価、開発への

フィードバックが不可欠である。そのため、国土交通省の各地方整備局を活用

した現場検証支援を必要に応じて行いつつ、次世代社会インフラ用ロボット現

場検証事業を推進させる。 
さらに、国自らが率先的にロボットを活用する「モデル事業」（試行工事）を

実施することで導入を促進する。新たに開発された実用性に優れた技術につい

て、普及目標を示すとともに、直轄工事での発注者指定等モデル事業を実施す

る。 
並行して、ユーザーを見極めた適切な導入支援（中小建設業者など）も実施

する。中小の建設業者に対して、ロボット技術を用いた生産性向上投資に対す
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る支援を行うとともに、点検診断等を実施しているコンサル会社等に対して、

ロボット技術への投資に対する支援を行う。 
民間での保有が難しい特殊ロボット等については、公的機関において計画的

に配備するとともに運用体制の確保に努める。また、これにより、民間におけ

る技術開発及び生産への投資を促す。 
 
③市場環境整備 

市場環境整備については、まずは標準化を推進することが重要である。異な

るメーカー間や、工程間、または受発注者間などの情報のフォーマット標準化

を進めるとともに、ロボット施工を前提としたプレキャスト製品の標準化を進

める。 
諸制度の見直しとしては、総務省の「ロボット用電波利用システム調査研究

会」とも連携しつつ、災害時に備えた建設ロボット用やインフラメンテナンス

ロボットが通信を確保できる環境を整備することが必要である。さらに、公共

事業の生産性向上・省力化のために、ロボット技術を活用し、品質確保を前提

とした監督・検査まで含めたシステム全体の合理化を行う。また、インフラの

維持管理及び災害対応等に係る現場検証結果等を踏まえ、有用なロボットにつ

いて、効果的・効率的な活用方法を定める。 
さらに、性能・安全性認証を確実に実施するため、重作業が想定される建設

現場でのパワーアシスト技術の安全基準等を整備するとともに、人材育成とし

て、ロボットの運用技術についての民間資格を国土交通省の後援で創設するこ

ととする。 
また、こうしたロボットに対する取組を通じて、苦渋・危険作業からの解放

や継続的な技術革新により、建設産業の魅力を向上させ、女性・若年層が活躍

しやすい環境を実現する。 
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第５節 農林水産業・食品産業分野 

（１） 背景 
我が国農林水産業分野では、農林水産業に従事する担い手の高齢化・減少や、

新規就業者の不足などにより労働力不足が深刻な問題となっているほか、多く

の作業が炎天下や急斜面等の厳しい労働環境で行われている。また、食品産業

分野でも、弁当の盛り付けなど多くの作業を手作業に頼っており、今後労働力

不足がさらに深刻化するおそれがある。 
一方、我が国農業は、安価な外国産農産物との競争にさらされており、さら

なるコスト削減や高付加価値化に取り組んでいく必要がある。 
このため、農林水産業・食品産業分野について、生産性の飛躍的な向上を図

るとともに、高齢者・若者・女性等多様な人材が活躍できる環境を整えるため、

ロボット技術や ICT の導入が期待されている。 
こうした背景も踏まえ、経済産業省及び NEDO の推計 16によれば、これらの

分野におけるロボットの潜在的な市場規模は、農林水産分野では 2020 年に約

1,200 億円（2012 年約 10 億円）、食品産業分野においても 2020 年に約 1,000
億円（2012 年約 20 億円）へと拡大することが見込まれている。 
 
（２） 基本的考え方 

深刻な労働力不足に直面する農林水産業・食品産業分野においては、ロボッ

ト技術を積極的に活用することで作業を機械化・自動化し、労働力を補うとと

もに、センシング技術等を活用した省力・高品質生産により、大幅な生産性向

上を図ることを目指す。 
また、多くの作業が炎天下や急斜面等の厳しい労働環境で行われている中、

依然として人手に頼っている分野において重労働を軽労化するとともに、ICT
と一体的にロボット技術を活用することでノウハウが必要とされる作業を経験

が少ない者でも可能にし、高齢者がいきいきと農業を継続するとともに、若者・

女性等多様な人材の農林水産業への就業を促す環境を整える。 

16 「ロボット産業の市場動向」（平成 25 年７月、経済産業省）、 
「2035 年に向けたロボット産業の将来市場予測」（平成 22 年４月、NEDO） 
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このため、日本全国の農村で必要となる除草ロボットなどについて、農業現

場のニーズを把握し、想定されるロボットの市場規模や求められる技術の内容

を具体的に示すことにより、地域の中小企業を含めメーカーが積極的に市場参

入できる環境を整える。また、農林水産業や食品産業において、優先度の高い

課題を絞りつつ、現場のニーズとロボット産業、大学等の開発シーズを結びつ

け、異分野の力を生かして新たな発想で現場の課題解決につながるロボット開

発を進める。開発されたロボットは速やかに現場への導入を進め、ロボットの

有効な活用方法などを確立・実証し、速やかな市販化・量産化を進める。 
加えて、人とロボットが協働するワークシェア環境を構築する観点から、安

全性の確保策を確立するとともに、物流における什器・コンテナ等の標準化な

どシステム全体でロボットの活用を想定した環境整備・最適化を図る。さらに、

地域の中小ものづくり企業の活用などの力も生かして開発、実用化を進める。 
新しい機械や技術の普及に当たっては、多機能化ばかりでなく、現場のニー

ズに合った機能の絞り込みや耐久性の向上等により、生産コストの低減につな

がり多くの農業経営に浸透するよう努める。 
 
（３） ロボット活用を推進すべき分野（重点分野） 
労働力の確保を図るとともに飛躍的な生産性の向上を図る観点から、農林水

産業・食品産業分野においてロボット開発・導入を加速化すべき分野を以下の

とおり整理した。 
また、こうした分野におけるロボット開発にあたっては、単にロボットを開

発するのみではなく、前後の工程も含めたシステムとしての開発・現場導入や

環境整備を進めることが重要である。 
 

１. GPS 自動走行システム等を活用した作業の自動化 
トラクター等農業機械の夜間・複数台同時走行・自動走行、集材作業を

行うフォワーダの自動走行等により、作業能力の限界を打破し、これま

でにない大規模・低コスト生産を実現する。 
 

２. 人手に頼っている重労働の機械化・自動化 
収穫物の積み下ろしなどの重労働をアシストスーツで軽労化するほか、

除草ロボット、植林・育林ロボット、養殖網・船底洗浄ロボット、弁当
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盛付ロボット、自動搾乳・給餌システム等により、きつい作業、危険な

作業、繰り返し作業から解放する。 
 

３. ロボットと高度なセンシング技術の連動による省力・高品質生産 
センシング技術や過去のデータに基づくきめ細やかな栽培（精密農業）

や営農者の有益な知見との融合等により、農林水産物のポテンシャルを

最大限に引き出し、多収・高品質生産を実現する。 
 
これらの分野の課題を解決する革新的技術の開発・普及に向けた取組を重点

的に推進する。 
 
（４） 2020 年に目指すべき姿（KPI） 

各分野の現場の課題解決やブレークスルーにつながるロボットが、農林水産

業・食品産業分野において 2020 年までに実用化・市販化されることを目指す。 
 
（具体的な例） 

１. GPS 自動走行システム等を活用した作業の自動化 
 自動走行トラクターの有人－無人協調システムの普及並びに複数台

同時走行技術の実用化。 
 森林作業道を自律走行することにより木材搬出作業を自動化するフ

ォワーダの普及。 
 

２. 人手に頼っている重労働の機械化・自動化 
 野菜等の収穫、畜産における自動搾乳・給餌、林業における下刈りや

苗木の植栽、漁業における養殖網・船底の洗浄等を自動で行うロボッ

ト並びにパワーアシストスーツの普及。 
 畦畔・法面等の除草、弁当の製造・盛付等を自動で行うロボットの実

用化、パワーアシストスーツの更なる小型化・軽量化、自動搾乳・給

餌システムの高度化の実現。 
 

３. ロボットと高度なセンシング技術の連動による省力・高品質生産 
 施設園芸の高度環境制御（温度、CO2、施肥溶液濃度等）システム、
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選果・加工工程における傷害果判別ロボット、原木の品質判定ロボッ

ト等の普及。 
 ビッグデータ解析による日本型環境制御技術の実用化。 

 
これらを実現するため、ロボット産業等と連携し、標準化すべき規格や安全

性確保のためのルールづくり、通信インフラや土地基盤の整備など、ロボット

の導入に必要となる環境を整備する。 
こうした取組を通じて、「農林水産業・地域の活力創造プラン」で示した、農

業・農村全体の所得の今後 10 年間での倍増に貢献する。 
これらの取組の進捗状況を図る KPI として、以下の指標を設定する。 

 2020 年までに自動走行トラクターの現場実装を実現 
 農林水産業・食品産業分野において省力化などに貢献する新たなロボ

ットを 20 機種以上導入 
 
（５） 目標達成に向けた施策 

（研究開発） 
· 農林水産業・食品産業におけるロボット技術開発（農林水産業におけるロボ

ット技術開発実証事業（農林水産省）、戦略的イノベーション創造プログラ

ム（内閣府）） 
農林水産業・産業界の技術開発ニーズ等を把握し、ロボット技術の農林

水産業・食品産業現場への適用に向けてロボット工学など異分野との連

携による研究開発を支援。 
· 農林水産業・食品産業のニーズとロボット産業や大学のシーズのマッチング

の場づくり 
 
（現場導入実証） 
· 農林水産分野におけるロボット技術の導入実証（農林水産業におけるロボッ

ト技術開発実証事業（農林水産省）） 
農林水産分野において実用化・量産化の手前で足踏みしているロボット

技術について、まとまった規模・地区での導入を支援し、生産性向上等

のメリットを実証するほか、ロボットを導入した技術体系の確立、低コ

スト化、安全性の確保など、実用化・量産化に向けた課題の解決を支援
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し、ロボット現場で導入可能な価格でのロボットの市販化を推進。 
 
（環境整備） 
· 農業現場でロボットを効率的に活用するための環境整備 

物流における什器・コンテナ等の標準化や人とロボットの協働に向けた

安全性確保のルールづくり、ロボットが効率的に運用できる土地基盤の

整備など、農業のシステム全体でロボットの活用を想定した環境整備・

最適化を推進。 
 
· ロボット導入に向けて現場への仲介機能を担うプレイヤーの育成 

都道府県の普及指導員や JA の営農指導員をはじめ、現場に密着してロボ

ット導入による効果の検証やその結果を広く普及するための仕組みを構

築する。併せて、異分野からの技術参画を促進するための農業界・経済

界の技術者のマッチングや、革新的アイデアを発掘する取組を実施する。 
 
· 新たなビジネスモデルの構築 

先端技術を有する経済界の企業と意欲ある農業法人の連携による新しい

ビジネスモデルの構築に向けた取組を推進する。また、初期費用負担が

大きいロボットの導入に当たり、地域の複数の農業者による共同利用、

コントラクターによる作業請負などの仕組みの構築を推進する。 
 
· 異分野の若手研究者が農業用ロボットの開発に積極的に取り組む仕組みづ

くり 
将来の起業分野として農林水産業・食品産業分野を見据えて挑戦する人

材の増加を図る。 
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規制・制度改革に係る工程表 
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2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

関連法令等 論点

電波法
遠隔操作や無人駆動ロボットで使用する電波の取扱い（既存無線システム
との周波数共用ルール等、簡素な手続き）

ロボット用電波利用システムの調査研究会
において要求条件の整理及び技術的検討
を実施した上で、既存無線システムとの周
波数共用を実証実験等で検証

取りまとめに応じて、必要な措置を順次実施

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

関連法令等 論点

医薬品医療機器等法
ロボット技術化の高度化に伴う医療機器としての承認・認証に係る期間、手
続き

新医療機器の承認審査の迅速化 総審査期間： 通常審査品目 14カ月、優先審査品目 10カ月
各年度に承認された医療機器の総審査期間の達成割合を段階的に引き上げ、2018年度に80％タイルを達成

６０％ ７０％ ７０％ ８０％
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2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

関連法令等 論点

無人飛行型ロボット関
係法令（航空法等）

無人飛行型ロボット（ＵＡＶ）に関する具体的な運用ルール

＜大型無人機＞

ＩＣＡＯ（国際民間航空機関）での国際基準改定の検討に参画
国内の法的検討の準備

国際基準
を踏まえ

国内ルー
ル化

＜小型無人機＞
運用の実態の把握、公的な機関が関与するルールの必要性や関係法令等も含め検討

ＩＣＡＯ国際
基準改定

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度以降

関連法令等 論点

道路交通法
／道路運送車両法

搭乗型移動支援ロボットは、その原動機の総排気量又は定格出力の大小により、自
動車又は原動機付自転車となり、原則保安基準を満たさなければ公道で運行の用に
供することができない。

2014年度に行われる予定の構造改革特区評価・調査委員会の評価結果を踏まえて、企業実証特例制
度の活用も含め、検討
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2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

関連法令等 論点

高圧ガス保安法 目視等の人間を前提とした点検作業におけるロボット活用に関するルール

現場ニーズに基づく技術開発

プラント等を活用した実証・評価を行い、現場ニーズを踏まえた改良
を促進

現場で必要となる技術水準も踏まえ、ロボット
による点検に係る制度について検討

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

関連法令等 論点

公共インフラの維持・保
守関係法令

有用なロボットの効果的・効率的な活用方法

「次世代社会インフラ用ロボット現場
検証委員会」による各種ロボットの
現場検証・試行、評価を通じて、ロ
ボットの有効活用方策を検討

現場検証・試行、評価を通じたロボットの有効活用方策の
検討結果に基づき、順次、ロボットを活用する現場に適用
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20xx年度(上市) 20xx+1年度 20xx+2年度 20xx+3年度 20xx+4年度

関連法令等 論点

消費生活用製品安全法
電気用品安全法

自律性や遠隔操作性を有する生活関連次世代ロボットについての消費者の安全の確保
ロボットに起因する重大製品事故等が発生した場合の情報収集、原因究明のあり方
技術開発や個別具体的な製品化の動向を踏まえた、電気用品として取り扱われる機器に関する
技術基準のあり方、製造事業者等の責任の範囲

消費生活用製品安全法、消費者安全法等による事故情報等の収集
→収集された事故情報等の分析、対応策検討

（事故が発生した場合は、事故情報等の分析を踏まえ、
必要な措置を検討）

技術開発や個別具体的な製品化の動向を踏まえた、消費者保護の観点からの電気用品として取り扱わ
れる機器に関する電気用品安全法上の基準のあり方、製造事業者等の責任の範囲の検討

（事故が発生
した場合）
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分野別工程表 
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１．ものづくり

• 組立プロセスのロボット化率向上（大企業25%、中小企業10%）
• 次世代のロボット活用ベストプラクティスを毎年30例程度
• 相互運用可能なハードウェア1,000製品以上
• SIer事業に係る市場規模拡大（ロボット市場以上の伸び率で）

施策の観点 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

①
ロ
ボ
ッ
ト
開

発
支
援

②
ユ
ー
ザ
ー
側
へ
の
導
入
支
援

（イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
の

付
与
）

（環
境
整
備
）

ロボット革命イニ
シアティブ協議

会を設置

ロボット導入を通じたＳＩｅｒ市場の拡大

ロボット未活用領域への導入促進

ロボット活用型市場化適用技術開発プロジェクト

ユーザーニーズに沿った重点分野における技術開発

開発終了次第、順次導入実証

ＳＩｅｒを活用し相互運用可能なハードウェアの導入を促進

ユーザーニーズとロボットシーズの連携促進

施策の観点 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

①
ロ
ボ
ッ
ト
開

発
支
援

②
ユ
ー
ザ
ー
側
へ
の
導
入
支
援

（イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
の

付
与
）

（環
境
整
備
）

施策の観点 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

①
ロ
ボ
ッ
ト
開

発
支
援

②
ユ
ー
ザ
ー
側
へ
の
導
入
支
援

（イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
の

付
与
）

（環
境
整
備
）

ロボット活用型市場化適用技術開発プロジェクト

ユーザーニーズに沿った重点分野における技術開発

ＩＳＯ１３４８２の取得促進、認証体制の強化

２．サービス

• ピッキング、仕分け・検品に係るロボット普及率約30%
• 飲食・宿泊業や卸・小売業等における集配膳や清掃等のバックヤード作業を中心にベストプラク

ティスを収集（100例程度）

開発終了次第、順次導入実証

ユーザーニーズとロボットシーズを連携させる場の創設

ロボット導入を通じたＳＩｅｒ市場の拡大

ロボット未活用領域への導入促進

ＳＩｅｒを活用し相互運用可能なハードウェアの導入を促進

ロボット革命イニ
シアティブ協議会

を設置
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施策の観点 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

①
ロ
ボ
ッ
ト
開
発

支
援

介
護

医
療

②
ユ
ー
ザ
ー
側
へ
の
導
入
支
援

介
護

医
療

開発終了次第、順次現場導入

重点分野に対応したロボット介護機器の開発支援（ロボット
介護機器開発・導入促進事業、福祉用具・介護ロボット実
用化支援事業）

ロボット介護機器の安全・性能・倫理基準策定/各種基準の見直し

ISO 13482の取得促進・認証体制の強化

マッチングの場の整備（ロボット介護機器パートナーシップ等）

国際展開に向けた海外実証、国際標準化等の国際ルール構築（ＥＵとの協力等）

順次国際標準化提案

３．介護・医療

• 販売目標 2020年に介護ロボットの市場規模を500億円に
• 最新のロボット技術を活用した新しい介護方法などの意識改革

介護をする際に介護ロボットを利用したい割合（５９．８％）を８０％に
介護を受ける際に介護ロボットを利用して欲しい割合（６５．１％）を８０％に

• 移乗介助等に介護ロボットを用いることで、介護者が腰痛を引き起こすハイリスク機会をゼロにすることを目指す。
• ロボット技術を活用した医療関連機器の実用化支援を平成27年度～31年度の5年間で100件以上
• 新医療機器の承認審査の迅速化： 優先審査品目 10カ月、通常品目 14カ月

６０％ ７０％ ７０％ ８０％

新医療機器の承認審査の迅速化 総審査期間： 通常審査品目 14カ月、優先審査品目 10カ月
各年度に承認された医療機器の総審査期間の達成割合を段階的に引き上げ、2018年度に80％タイルを達成

ロボット介護機器の使用方法などの普及啓発

ロボット技術を活用した医療関連機器の開発支援

介護保険制度適用の受付・検討の弾力化

介護従事者の負担軽減のための介護ロボット導入支援

４．インフラ・災害対応・建設

• 生産性向上や省力化に資する情報化施工技術の普及率3割
• 重要・老朽化インフラの20%は、センサー、ロボット、非破壊検査技術等の活用により点検・補修

を高効率化
• 土砂崩落や火山等の過酷な災害現場においても有人施工と比べて遜色ない施工効率を実現

施策の観点 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

①
ロ
ボ
ッ
ト
開
発
支
援

②
ユ
ー
ザ
ー
側
へ
の
導

入
支
援

（イ
ン
セ
ン
テ
ィ

ブ
の
付
与
）

（環
境
整

備
）

次世代社会インフラ用ロボット開発・導入プロジェクト

社会インフラの老朽化・災害対応・建設の現場ニーズに基づく
重点分野における技術開発

技術開発と併せて、実際のフィールドを活用した『現場検証・評価』を実施。
現場ニーズを踏まえた改良を促進し、実用性に優れた技術は、順次、『現場に導入』

実際のフィールドにおける現場検証・評価、試行的導入を踏まえ、
設計データ等の『標準化』や『性能・安全性認証』、『制度の見直し』等を実施

中小建設業者等のユーザーを見極めた適切な『導入支援』とともに、
市場性の低い特殊ロボットの公的機関による計画的調達と配備・運用体制の確保

戦略的イノベーション創造プログラム インフラ維持管理・更新・マネジメント技術

効率的・効果的な維持管理・補修のための点検・診断を行うロボットおよび
危険な災害現場においても調査・施工が可能な災害対応ロボットを開発
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５．農林水産業・食品産業

• 2020年までに自動走行トラクターの現場実装を実現
• 農林水産業・食品産業分野において省力化などに貢献する新たなロボットを20機種以上導入

ユーザーニーズに沿った重点分野における技術開発

現場ニーズに応えたロボット技術の生産現場への導入を推進

農業界・工業界の技術者のマッチング、ロボットコンテストなど、革新的アイデアを発掘する取組の実施

反映

物流における什器、コンテナ等の標準化、人とロボットの協業に向けた安全性確保のルールづくり
ロボットが効率的に運用できる基盤整備などを検討

都道府県の普及指導員やJAの営農指導員をはじめ現場に密着してロボット導入による効果の検証や
その結果を広く普及する仕組みの構築

経済界と農業界の連携による新しいビジネスモデルの構築、地域の複数の農業者によるロボットの共
同利用や作業請負などの仕組みの構築

農業現場のニーズの把握、想定されるロボットの市場規模や具体的な技術の内容の提示
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